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第第１１章章  計計画画のの策策定定ににああたたっってて      

 

第１節 計画の概要   

  

本市では、介護保険制度のスタートに合わせ、平成 12～14 年度（第 1期）、平

成 15～17 年度（第 2 期）、平成 18～20 年度（第 3 期）、平成 21～23 年度（第 4

期）と制度改正などを盛り込んで 4 度の「北広島市高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画」を策定してきました。 

この間、第 3 期計画から「平成 27 年（2015 年）の高齢者介護のあるべき姿」

を念頭に取組みを進めており、第 5期計画（平成 24～26 年度）は仕上げの計画と

して、平成 26 年度の目標達成に向け、高齢者が住み慣れたまちで健やかにいきい

きと安心して暮らせるように、健康づくりや生きがいづくりなど計画的、総合的

なサービスの提供に努めてきたところです。 

また、介護保険サービスの充実などにより、身体機能の改善や維持、悪化の遅

延、さらに介護が必要とならないよう介護予防の強化に取り組んできたところで

す。 

しかし、本市において平成 20 年度に高齢化率が初めて 20％を超え、また、戦

後生まれのいわゆる「団塊の世代」の人々が 65 歳に到達することもあり、今後高

齢化はますます進展し、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加、また、認

知症高齢者の増加が見込まれます。 

介護保険は要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や自宅で生活を

続け、自分らしく生き続けることを可能とする制度の充実を目指しています。 

このための方策として、「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組みが必要

となり、介護サービスや福祉サービスのほか、市や住民組織、ボランティア団体、

ＮＰＯ法人、社会福祉法人、福祉サービス事業者などとの協働による日常生活を

支援するための地域支え合い体制づくりが求められています。 

今計画では、前計画についての政策評価などを踏まえて、今後の高齢者保健福

祉事業に関する基本的な施策方針および介護保険事業計画に係る円滑な保険給付

の確保に関する指針を定めるものです。 
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第２節 計画の性格および位置付け   

 

１ 計画の性格   

この計画は、高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画の 2 つの計画を一体的に

作成し、北海道高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画や、市の諸計画と整合性

を図りながら、高齢化社会に対応した高齢者施策を総合的に推進するための基本

的な計画です。 

 

２ 法令等の根拠  

 （１）高齢者保健福祉計画 ： 老人福祉法 第 20 条の 8 第 1 項 

 （２）介護保険事業計画  ： 介護保険法 第 117 条第 1 項および同条第 4 項 

 

３ 計画期間   

この計画の期間は、平成 24 年度から平成 26 年度までの 3 年間とします。 

これまでの介護保険事業計画は、介護保険料率が概ね 3 年を通じ財政の均衡を

保つものとされているため、3 年ごとに策定しています。 
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見直し 高齢者保健福祉計画･ 

介護保険事業計画Ⅲ 

見直し 高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画Ⅳ 

見直し 高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画Ⅴ 
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４ 本計画策定に向けた視点  

（１）中長期的目標の達成に向けた最終段階の位置づけ 

第 3期計画（平成 18 年度から 20 年度まで）では、平成 17 年の介護保険法の改

正を踏まえ、介護予防重視、地域密着型サービスの導入、地域包括支援センター

の創設を見込むとともに、中長期的なサービス基盤強化を図る目的から、平成 26

年度の目標量を見据え、計画を策定しました。 

第 4 期計画（平成 21 年度から 23 年度まで）は、平成 26 年度の目標に至る中間

段階として策定し、本計画ではその最終段階の位置づけとして、今後 3 年間の計

画を策定します。 

こうした観点から、本計画で策定する基本的な施策目標等については、第 4 期

計画を引き継ぐこととします。 

 

（２）介護保険法の改正を踏まえた計画策定 

介護保険制度の施行後 10 年が経過し、高齢者の暮らしを支える制度として定着

している一方、今後の急速な高齢化の進行に伴い、医療ニーズの高い高齢者や重

度の要介護者の増加、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加への対応、介

護人材の確保等が特に課題となっています。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるようにするため

には、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地

域包括ケアシステム」の構築が必要との考え方に基づき、介護保険法の一部改正

が行われ、平成 24 年 4 月 1 日から施行されます。 

本計画では、基本的な施策目標を引き継ぎながら、介護保険法の改正を踏まえ

た計画を策定します。 

 

 

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の概要 

 

 高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切

れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の実現に向けた取組みを進める。 

 

1 医療と介護の連携の強化等 

① 医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（地域

包括ケア）を推進 

② 日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定 

③ 単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24 時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合

型サービスを創設 

④ 保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。 

⑤ 介護療養病床の廃止期限（平成 24 年 3 月末日）を猶予（新たな指定は行わない。） 
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2 介護人材の確保とサービスの質の向上 

① 介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引等の実施を可能とする。 

② 介護福祉士の資格取得方法の見直し（平成 24 年 4 月実施予定）を延期 

③ 介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件および取消要件に労働基準

法等違反者を追加 

④ 公表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施 

 

3 高齢者の住まいの整備等 

○ 有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護規定を追加 

※厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進（高齢者住まい

法の改正） 

 

4 認知症対策の推進 

① 市民後見人の育成および活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進 

② 市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。 

 

5 保険者による主体的な取組の推進 

① 介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保 

② 地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。 

 

6 保険料の上昇の緩和 

○ 各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減等に活用 

 

【施行日】1⑤、2②については公布日（平成 23 年 6 月 15 日）施行。 

その他は平成 24 年 4 月 1 日施行。 
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第３節 計画の策定体制   

 

１ 計画の策定体制   

計画の策定にあたっては、本市の高齢者を取り巻く現状や意向などを把握する

ため、平成 22 年 12 月に 65 歳以上の高齢者 3,000 人(要介護 3、4、5 の人を除く)

を無作為に抽出し、「日常生活圏域ニーズ調査」を行い、計画策定の基礎資料とし

ました。 

また、広く市民・専門家等の意見を聴くため、福祉関係者、保健医療関係者、

学識経験者、一般公募の市民などにより構成される「北広島市保健福祉計画検討

委員会」を設置し、高齢福祉部会で専門的に計画の見直しを進めてきました。 

「保健福祉計画検討委員会」での経過は市民に公開するとともに、会議録の閲

覧も実施し、計画案について市民からパブリックコメントで意見を募り、そこに

寄せられた意見については可能な限り計画に反映しています。 

さらに、計画の円滑な推進を図るため、庁内に「保健福祉に係る諸計画策定委

員会」を設置して、総合的な検討や調整を行ってきました。 

 

２ 計画の構成   

「高齢者保健福祉計画」は、介護保険の事業およびそれ以外の高齢者福祉事業

を含めた、市町村の高齢者に対する福祉事業全般にわたる供給体制の確保に関す

る計画として位置付けられます。 

「介護保険事業計画」は、各市町村の区域内における要介護者等の人数、介護

保険の給付対象となるサービスの利用意向等を勘案したサービス種類ごとの量の

見込み、および当該見込量確保のための方策等を定める介護保険事業運営の基と

なる計画です。 

以上のように、高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画では、介護保険の対象

となるサービスに関する事項が共通し、また、計画に位置付けられた事業計画に

ついて連携して実施する必要があることから、高齢者保健福祉計画と介護保険事

業計画を一体的に策定します。 
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第第２２章章  高高齢齢者者のの現現状状とと将将来来推推計計      

 

第１節 人 口   

 

１ 人口の推移と高齢者人口   

平成23年 9月 30日現在の住民基本台帳による北広島市の総人口は 60,534人と

なっています。このうち、65 歳以上の高齢者人口は 13,684 人で、総人口の 22.6％

を占めています。 

 

表１ 人口推移（年齢群別）  

 （単位：人、％） 

区      分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

総  人  口      Ａ 60,729 60,465 60,534 

前期高齢者（６５～７４歳） Ｂ 7,492 7,546 7,674 

 前期高齢者比率（Ｂ／Ａ） 12.3 12.5 12.7 

後期高齢者（７５歳以上）   Ｃ 5,532 5,868 6,010 

 後期高齢者比率（Ｃ／Ａ） 9.1 9.7 9.9 

計 ６５歳以上（Ｂ＋Ｃ）   Ｄ 13,024 13,414 13,684 

 高齢者比率（Ｄ／Ａ） 21.4 22.2 22.6 

４０ ～ ６４歳      Ｅ 22,460 22,500 22,537 

 若年者比率（Ｅ／Ａ） 37.0 37.2 37.2 

 

（注１）平成 21 年度～平成 22 年度は住民基本台帳による 3 月 31 日の数値です。 

（注２）平成 23 年度は住民基本台帳による 9 月 30 日の数値です。 

（注３）小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合があります。  

（以下同じ） 
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２ 人口の推計  

計画期間である平成 24 年度から平成 26 年度までの各年度における高齢者等の

人口は、表 2 のように推計されます。 

 

表 2 人口推計（年齢群別）  

 （単位：人、％） 

区      分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

総 人 口    Ａ 60,411 60,369 60,340 

前期高齢者（65～74歳） 

  Ｂ 
8,343 8,861 9,453 

 前期高齢者比率（Ｂ／Ａ） 13.8 14.7 15.7 

後期高齢者（75 歳以上） 

Ｃ 
6,509 6,866 7,250 

 後期高齢者比率（Ｃ／Ａ） 10.8 11.4 12.0 

計 65 歳以上（Ｂ＋Ｃ） 

   Ｄ 
14,852 15,727 16,703 

 高齢者比率（Ｄ／Ａ） 24.6 26.1 27.7 

40 ～ 64 歳   Ｅ 22,263 22,075 21,786 

 若年者比率（Ｅ／Ａ） 36.9 36.6 36.1 

 

（注１）平成24年度以降は、平成 21年度～平成 23年度の実績を基に推計を行っています。 

（注２）各年度の数値は、特に記載のあるものを除き、3 月 31 日の推計数値です。（以下同

じ） 
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第２節 要支援・要介護認定者   

 

１ 要支援・要介護認定者の推移   

平成 23 年 9 月 30 日現在の要支援・要介護認定者数は 2,417 人で、第 1 号被保

険者の 17.8％を占めています。また、第 2 号被保険者では 0.4％となっています。 

 

表 1-1 要支援・要介護認定者の推移 

     （単位：人、％）                                      

区      分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

 第1号被保険者      Ａ 12,951 13,353 13,631 

 認定者数（高齢者）   Ｂ 2,111 2,306 2,417 

 認定者割合（Ｂ／Ａ） 16.3 17.3 17.8 

 第2号被保険者      Ｃ 22,460 22,500 22,537 

 認定者数（若年者）   Ｄ 71 79 84 

 認定者割合（Ｄ／Ｃ） 0.3 0.4 0.4 

（注１）平成 21 年度～平成 22 年度は 3 月 31 日の実績値です。 

（注 2）平成 23 年度は 9 月 30 日の実績値です。 
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      表 1-2 要介護度別の要支援・要介護認定者の推移    

（単位：人） 

区    分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

 認定者数（高齢者）   Ｆ 2,111 2,306 2,417 

 

要支援 1 506 603 647 

要支援 2 193 186 186 

要介護 1 454 548 597 

要介護 2 355 347 343 

要介護 3 244 250 238 

要介護 4 153 163 170 

要介護 5 206 209 236 

認定者数（若年者）  Ｈ 71 79 84 

 

要支援 1 6 12 11 

要支援 2 8 8 9 

要介護 1 12 15 18 

要介護 2 18 15 13 

要介護 3 11 12 13 

要介護 4 4 3 4 

要介護 5 12 14 16 

  合 計 （Ｆ＋Ｈ）     Ｉ 2,182 2,385 2,501 

 

要支援 1 512 615 658 

要支援 2 201 194 195 

要介護 1 466 563 615 

要介護 2 373 362 356 

要介護 3 255 262 251 

要介護 4 157 166 174 

要介護 5 218 223 252 
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２ 要支援・要介護認定者の推計   

これまでの要介護認定の実績や人口推計等を基に、平成 24 年度から平成 26 年

度までの要支援・要介護者数を表 2 のとおり推計しています。 

 

表 2-1 要支援・要介護認定者の推計 

     （単位：人、％）                                      

区      分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

第1号被保険者 

（前期・６５～７４歳） Ａ 
8,343 8,861 9,453 

認定者数 

（前期・６５～７４歳）  Ｂ 
443 473 502 

 認定者割合（Ｂ／Ａ） 5.3 5.3 5.3 

  第1号被保険者 

（後期・７５歳以上） Ｃ 
6,509 6,866 7,250 

認定者数 

（後期・７５歳以上）  Ｄ 
2,207 2,346 2,506 

 認定者割合（Ｄ／Ｃ） 33.9 34.2 34.6 

第1号被保険者 

（Ａ＋Ｃ） Ｅ 
14,852 15,727 16,703 

認定者数(高齢者) 

（Ｂ＋Ｄ） Ｆ 
2,650 2,819 3,008 

 認定者割合（Ｆ／Ｅ） 17.8 17.9 18.0 

第2号被保険者 

    Ｇ 
22,263 22,075 21,786 

認定者数（若年者） 

  Ｈ 
133 133 132 

 認定者割合（Ｈ／Ｇ） 0.6 0.6 0.6 

 合  計（Ｆ＋Ｈ）  Ｉ 2,783 2,952 3,140 
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表 2-2 要介護度別の要支援・要介護認定者の推計 

  （単位：人） 

区    分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

 認定者数（高齢者）  

Ｆ 
2,650 2,819 3,008 

 

要支援 1 705 745 787 

要支援 2 222 235 249 

要介護 1 602 639 681 

要介護 2 366 393 423 

要介護 3 291 310 332 

要介護 4 196 209 224 

要介護 5 268 288 312 

認定者数（若年者）  

Ｈ 
133 133 132 

 

要支援 1 22 22 22 

要支援 2 22 22 22 

要介護 1 22 22 22 

要介護 2 22 22 22 

要介護 3 22 22 22 

要介護 4 11 11 11 

要介護 5 12 12 11 

  合 計 （Ｆ＋Ｈ） Ｉ    2,783 2,952 3,140 

 

要支援 1 727 767 809 

要支援 2 244 257 271 

要介護 1 624 661 703 

要介護 2 388 415 445 

要介護 3 313 332 354 

要介護 4 207 220 235 

要介護 5 280 300 323 
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第３節 日常生活圏域  

 

１  日常生活圏域の設定  

北広島市では、高齢者が住み慣れた地域でのサービス利用を基本とした高齢者

自身の選択によるサービス利用を行うことができるよう、日常生活圏域を 5 圏域

に設定しています。 

 

１．１ 人口・要介護認定者等 

(平成 23 年 9 月 30 日現在） 

圏域名 

 

区分 

東部地区 
西の里 

地  区 

西地区 

(大曲・ 

  輪厚) 

北広島団

地Ａ地区 

( 第 1 ・  

2 住区) 

北広島団

地Ｂ地区 

(第 3・4 住

区・富ケ

岡) 

合 計 

人  口 (人) 15,582 6,675 21,436 8,821 8,020 60,534 

高齢者人口  

65 歳以上(人) 
3,168 1,490 3,353 2,904 2,769 13,684 

高 齢 化 率  

(％) 
20.3 22.3 15.6 32.9 34.5 22.6 

後期高齢者 

75 歳以上（人） 
1,395 701 1,442 1,337 1,135 6,010 

後期高齢化比率 

         (％) 
9.0 10.5 6.7 15.2 14.2 9.9 

要

介

護

認

定

者

数 

要支援 1 188 72 138 141 119 658 

要支援 2 61 28 50 30 26 195 

要介護 1 146 67 163 129 110 615 

要介護 2 92 47 95 64 58 356 

要介護 3 74 35 52 44 46 251 

要介護４ 38 27 40 45 24 174 

要介護 5 55 35 71 38 53 252 

合    計 654 311 609 491 436 2,501 
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１．２ サービス基盤整備状況 

 

圏域 

（高齢者人口） 
種類 

平成 23 年度（現況） 

施設数 定員（人） 

東部地区 

（3,168） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 2 36 

小規模多機能型居宅介護   

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   

介護老人保健施設   

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）   

西の里地区 

 （1,490） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1 18 

小規模多機能型居宅介護   

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1 100 

介護老人保健施設   

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 1 50 

西地区 

（大曲・輪厚） 

（3,353） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 2 45 

小規模多機能型居宅介護   

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   

介護老人保健施設 1 100 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 3 125 

北広島団地 A

地区 
（第 1・2住区） 

（2,904） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1 18 

小規模多機能型居宅介護 1 25 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   

介護老人保健施設   

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）   

北広島団地Ｂ

地区 
（第 3・4住区・ 

富ヶ岡） 

（2,769） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1 18 

小規模多機能型居宅介護   

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1 50 

介護老人保健施設   

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）   

市内合計 

（13,684） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 7 135 

小規模多機能型居宅介護 1 25 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 2 150 

介護老人保健施設 1 100 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 4 175 
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日常生活圏域図  
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　希望ヶ丘・輪厚・島松・三島・仁別・輪厚中央・輪厚元町

　大曲・大曲中央・大曲末広・大曲柏葉・大曲工業団地・大曲南ヶ丘

　大曲緑ヶ丘・大曲光・大曲幸町・大曲並木

　栄町・広葉町・北進町・輝美町・青葉町・若葉町・南町・白樺町

　松葉町・泉町・高台町・里見町・山手町・緑陽町・富ヶ岡

北広島団地Ａ地区

北広島団地Ｂ地区

東 部 地 区

西 地 区

西 の 里 地 区
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第４節 日常生活圏域ニーズ調査結果の概要 

 

１ 調査結果 

 

(1) 調査目的 

第 5 期介護保険事業計画（平成 24 年度～平成 26 年度の 3 年間）策定にあたり

基礎資料とするため実施 

 

(2) 調査対象 

65 歳以上の北広島市民 3,000 人を無作為抽出（ただし、要介護 3、4、5 の認定

者を除く） 

 

(3) 調査方法 

・「住民基本台帳」から無作為に抽出し、郵送による調査票の送付および回収 

・調査期間は、平成 22 年 12 月 1 日（発送）～12 月 15 日（投函締切り） 

 

(4) 調査基準日 

・平成 22 年 12 月 1 日 

 

(5) 主な調査項目 

・家族や生活状況について 

・運動および閉じこもりについて 

・転倒予防について 

・口腔および栄養について 

・物忘れについて 

・日常生活について 

・社会参加について 

・健康について 

 

(6) 回収結果 

・調査票回収数 2,409 票（うち 1 票は未記入の無効票） 

・調査分析対象数 2,408 票（有効回答率 80.3％） 
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２ 主な調査結果 

 

本計画では、日常生活圏域別の高齢者の生活実態を踏まえた計画策定が必要で

あることから、ここでは主に日常生活圏域別の分析結果を掲載します。 

 

２．１ 二次予防事業対象者・リスク該当者の割合 

(1) 全体結果 

要介護認定者以外の高齢者のうち、二次予防事業対象者およびリスク該当者に

該当しうる回答者の割合についてみると、二次予防事業対象者は 31.8％、リスク

該当者は 24.4％、非該当者は 37.0％となっています。 

 

 

(2) 日常生活圏域別 

日常生活圏域別にみると、二次予防事業対象者の割合は「西の里地区」および

「西地区」で約 4 割となり他の圏域に比べるとやや高く、「東部地区」および「北

広島団地 B 地区」で約 3 割となり他の圏域に比べるとやや低くなっています。リ

スク該当者の割合は「西の里地区」のみが 2 割未満となっています。 

 

二次予防

事業対象者
31.8%

リスク該当者

24.4%

非該当

37.0%

無回答

6.8%

(n=1,461)

31.8 

28.9 

37.1 

35.3 

33.0 

27.1 

24.4 

26.8 

17.4 

27.2 

23.3 

23.7 

37.0 

37.8 

37.1 

30.9 

36.9 

42.7 

6.8 

6.5 

8.4 

6.6 

6.8 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=1,461)

東部地区
(n=370)

西の里地区
(n=167)

西地区
(n=320)

北広島団地A地区
(n=309)

北広島団地B地区
(n=295)

二次予防事業対象者 リスク該当者 非該当 無回答
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２．２ 二次予防事業対象者・リスク該当者の判定基準項目の分析 

(1) 全体結果 

要介護認定者以外の回答者の二次予防事業対象者・リスク該当者の判定基準項

目の割合についてみると、全体では「認知症予防」（32.7％）、「うつ予防」（23.0％）、

「口腔機能の向上」（21.1％）、「運動器の機能向上」（18.1％）の割合が高く、「閉

じこもり予防」（7.0％）、「虚弱改善」（4.0％）、「栄養改善」（1.2％）は割合が低

くなっています。 

日常生活圏域別にみると全体的に大きな差はありませんが「西の里地区」では

「運動器の機能向上」「口腔機能の向上」の 2 項目の割合が高く、「北広島団地 B

地区」では「運動器の機能向上」「認知症予防」の 2 項目の割合が低い傾向となっ

ています。 

 

 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
虚弱改善

運動器の

機能向上

栄養改善

口腔機能の

向上

閉じこもり

予防

認知症予防

うつ予防

全体

(n=1,461)

東部地区

(n=370)

西の里地区

(n=167)

西地区

(n=320)

北広島団地A地区

(n=309)

北広島団地B地区

(n=295)

（％）

該当者の割合 
（％） 虚弱改善 運動器の 

機能向上 栄養改善 口腔機能の 
向上 

閉じこもり 
予防 認知症予防 うつ予防 

全体 4.0 18.1 1.2 21.1 7.0 32.7 23.0 

東部地区 5.1 18.4 1.1 17.8 6.8 33.0 23.2 

西の里地区 1.8 22.8 1.2 24.6 9.6 31.7 18.6 

西地区 4.7 19.7 0.6 24.1 8.1 36.6 27.5 

北広島団地 A 地区 4.2 18.1 1.6 21.4 5.8 32.4 23.6 

北広島団地 B 地区 3.1 13.2 1.7 19.7 5.8 29.2 19.7 
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(2) 二次予防事業対象者のみに限定した分析 

二次予防事業対象者の判定基準項目の割合についてみると、全体では「口腔機

能の向上」（66.4％）、「運動器の機能向上」（56.9％）、「認知症予防」（49.4％）、

「うつ予防」（40.9％）の割合が高く、「閉じこもり予防」（14.2％）、「虚弱改善」

（12.7％）、「栄養改善」（3.9％）は割合が低くなっています。 

 

圏域別にみると「運動器の機能向上」「口腔機能の向上」「うつ予防」の３項目

で目立った差がみられました。「運動器の機能向上」は「東部地区」の割合が高く、

「北広島団地 B 地区」の割合が低くなり、15 ポイント程度の差があります。「口

腔機能の向上」は「北広島団地 B 地区」の割合が高く、「東部地区」の割合が低く

なり、10 ポイント程度の差があります。「うつ予防」は「東部地区」の割合が高

く、「北広島団地 B」の割合が低くなり、10 ポイント程度の差があります。 

 

12.7 

56.9

3.9

66.414.2

49.4

40.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
虚弱改善

運動器の

機能向上

栄養改善

口腔機能の

向上

閉じこもり

予防

認知症予防

うつ予防

全体
(n=464)

（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
虚弱改善

運動器の

機能向上

栄養改善

口腔機能の

向上

閉じこもり

予防

認知症予防

うつ予防

全体
(n=464)

東部地区
(n=107)

西の里地区
(n=62)

西地区
(n=113)

北広島団地A地区
(n=102)

北広島団地B地区
(n=80)

（％）
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該当者の割合 
（％） 虚弱改善 運動器の 

機能向上 栄養改善 口腔機能の 
向上 

閉じこもり 
予防 認知症予防 うつ予防 

全体 12.7 56.9 3.9 66.4 14.2 49.4 40.9 

東部地区 17.8 63.6 3.7 61.7 15.0 48.6 46.7 

西の里地区 4.8 61.3 3.2 66.1 19.4 50.0 35.5 

西地区 13.3 55.8 1.8 68.1 13.3 49.6 40.7 

北広島団地 A 地区 12.7 54.9 4.9 64.7 11.8 50.0 43.1 

北広島団地 B 地区 11.3 48.8 6.3 72.5 13.8 48.8 35.0 
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第第３３章章  基基本本的的なな施施策策目目標標  

  

第１節 基本的な考え方  

 

2025 年（平成 37 年）頃には、いわゆる団塊の世代すべてが後期高齢期に到達

するため、本格的な超高齢社会となり、本市においても高齢化のピークを迎える

と推測されます。 

また、認知症高齢者やひとり暮らしの高齢者が増加していくことを踏まえ、高

齢者の保健福祉を取り巻く環境の変化に適切に対応し、高齢者が要介護状態にな

っても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、長寿社会

にふさわしい明るく活力ある地域づくりを目指します。 

 

１ 基本的な施策目標  

 

基本目標１ 住み慣れた地域でのニーズに応じた切れ目ないサービスの提供 

 

高齢者の自立段階ごとに、高齢者が住み慣れた地域で、安心して日常生活を送

るために必要不可欠なサービスの充実を図ります。 

高齢者が要介護状態にならないよう、地域支援事業を中心とした介護予防を推

進します。 

さらに高齢者が要介護状態になっても、安心して生活を送ることができるよう、

介護保険対象サービスや地域密着型サービスの充実を図ります。 

高齢者の多くは、可能な限り在宅生活の継続を望んでいることから、地域支援

事業や介護保険対象サービスの基盤整備に加えて、医師、医療機関と地域包括支

援センター（北広島市では「高齢者支援センター」と呼称）や福祉サービスとの

連携強化を通じ、退院後も安心して生活できるよう在宅医療やリハビリテーショ

ンの充実を図るなど、質的なサービス向上を図ります。 

また、地域支援事業や介護保険対象サービスだけでは対応できない高齢者の見

守りや配食、買い物などの生活支援サービスや権利擁護、高齢者の生活の拠点と

なるバリアフリーに配慮した住宅環境の充実を図ります。 

以上のように①介護予防の推進、②介護サービスの充実強化、③医療との連携

強化、④生活支援サービスの充実強化、⑤高齢者ニーズに応じた住まいの確保の

5つを一体化して提供する「地域包括ケアシステム」の構築を目指します。 
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基本目標１  

住み慣れた地域でのニーズに応じた切れ目ないサービスの提供 

介護予防の推進 

医療との連携 

生活支援サービスの 

充実強化 

高齢者ニーズに応じた 

住まいの確保 

一次予防事業の充実 

二次予防事業の充実 

居宅サービスの充実 

地域密着型サービスの充実 

在宅復帰・リハビリテーション等の

推進 

介護保険対象サービス以外の 

生活支援サービスの充実 

サービス付き高齢者住宅の確保等 

まちづくりの整備促進 

介護サービスの充実強化 

補完 

施設サービスの充実 
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基本目標２ 地域支え合い体制づくり 

 

本市では、福祉サービス事業者だけではなく、住民組織、ＮＰＯ法人、ボラン

ティア団体等が、行政や事業者だけでは解決できない生活課題を解決する「新し

い公共」の担い手として積極的に活動しています。これらの組織が、「高齢者の生

活支援」という共通の目的のもとで連携し、高齢者一人ひとりの生活支援ニーズ

の共有化を図り、互いに不足する組織資源（人的、物的、金銭的、情報）を補い

ながら、生活支援サービスや地域での声かけ、地域での見守り等を効果的に実施

できる体制の構築を目指します。 

こうした市内の関係者の横のつながりを作り、切れ目ないサービスの提供や支

え合いの実現を図るための場として、地域包括支援センター（高齢者支援センタ

ー）の機能を強化し、ケアサービス体制および地域ケア会議の充実を図ります。 

また、認知症高齢者が増加する中、認知症高齢者の早期発見とケア体制の構築

が重要課題となっています。 

そのため、認知症の人の見守りや話し相手となりうる専門的なボランティア、

認知症に理解のある市民の育成を通じ、認知症高齢者支援の担い手の裾野を拡大

するとともに、地域ケア会議等を通じた支援ネットワークの構築により、認知症

の高齢者およびその家族を総合的に支援します。 

また、高齢者の権利擁護については、高齢者の意思、自己決定を尊重した成年

後見制度、日常生活支援総合事業の推進や高齢者に対する虐待の防止事業に取り

組み、高齢者が尊厳をもって生活できるよう支援していきます。 
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基本目標２ 地域支え合い体制づくり 

【切れ目ないサービスの提供を実現するネットワークづくり】 

地域ケア体制の充実 ケアサービス体制の充実 

【地域包括支援センター（高齢者支援センタ

ー）の機能強化】 

地域関係機関とのネットワーク構築 

【地域ケア会議等の充実】 

認知症高齢者 

支援体制の充実 

地域ケア会議等での支援体制の検討 

認知症の知識の普及啓発 

認知症高齢者の早期発見、見守りの担い手育

成・ネットワーク構築 

成年後見制度の利用促進、市民後見人の育成、

活用促進 
権利擁護の推進や 

高齢者虐待防止 

高齢者虐待防止対策の推進 

地域ケア会議等での推進方策の検討 
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基本目標３ 高齢者の社会参加の促進 

 

高齢者の社会参加を通じた生きがいづくりや自己実現につながる取組みを推進

します。 

社会参加には、「趣味活動の充実」「就業」「ボランティア」「地域住民との交流」

等多様な形態があります。こうした機会や情報を提供し、高齢者の社会参加を促

すことにより、健康づくりや要介護状態の防止につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

第２節 施策の体系  

 

各施策目標における重点課題、施策項目に対する具体的施策について体系的に

整理します。 

  

基本目標３ 高齢者の社会参加の促進 

高齢者の社会参加 

促進 

知識と経験を生かした社会参加 

就労機会の確保 

健康で自由な余暇、趣味活動の充実 
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第第４４章章  基基本本目目標標１１    

住住みみ慣慣れれたた地地域域ででののニニーーズズにに応応じじたた切切れれ目目なないいササーービビススのの提提供供  

 

第１節 介護予防の推進 

 

高齢者が要介護状態とならないよう、地域支援事業を実施し、介護予防を推

進します。 

地域支援事業は介護予防事業および包括的支援事業の必須事業と、任意事業

に分かれています。 

基本目標 1 に対応する事業として、ここでは介護予防事業に関する施策を掲

載し、包括的支援事業および任意事業は、「基本目標 2 地域支え合い体制づく

り」に対応する施策として位置づけます。 

 

 

１ 地域支援事業（介護予防事業）の実施  

 

地域支援事業は、高齢者が要介護状態または要支援状態となることを予防す

るとともに、要介護状態または要支援状態となった場合においても、できるだ

け住み慣れた地域で自立した日常生活を続けることができることを目的として

実施します。 

介護予防事業は、要介護状態または要支援状態となるおそれがある虚弱な状

態にある高齢者（二次予防事業対象者）を対象に予防を図る二次予防事業と一

般の高齢者を対象に介護予防に関する知識の普及・啓発や地域での自発的な介

護予防に関する活動の育成・支援を行う一次予防事業があります。 
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１．１ 一次予防事業  

（１）介護予防普及啓発事業  

 

①  健康運動教室（旧 いきいき健脚教室） 【継 続】 

 

 事業の概要 

転倒予防のために運動に取り組むきっかけづくりを目的とします。 

栄養、口腔ケアなどについても体験学習する教室です。 

 

 実績と評価 

運動指導者の所属するＮＰＯ法人に委託し、二次予防事業高齢者健康教室と

合同で実施しました。 

平成 22 年度からは会場に足を運びやすいよう地区会館を会場にし、回数を

増やして行いました。 

下肢筋力を中心とした運動が柔軟性を高め、参加者のバランス能力、転倒リ

スクを軽減することができました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 32 46   50 

参加延べ人数 
2 コース 370 人 

（1 コース 24 回） 

5 コース 404 人  

（1コース10回） 

5 コース 500 人 

（1コース10回） 

 ※平成 21・22 年度は実績、平成 23 年度は見込みです。（以下同じ。） 

 

 新たな目標と方策 

運動を通した集団指導はコミュニティの場となり、閉じこもり予防、うつ予

防という観点からも有効であり、今後も栄養や口腔ケアの講話をあわせて総合

的に介護予防を啓発していきます。 

 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 50 60 70 

コ ー ス 数 

（1コース 10回) 
5 5 5 
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②  水中運動教室 【二次予防事業通所型介護予防事業へ移行】 

 

 事業の概要 

転倒予防のために運動に取り組むきっかけづくりを目的とします。 

 

 実績と評価 

二次予防事業高齢者健康教室と合同で実施しました。 

個人で運動を始めたり、運動系サークルに入会するなど、健康や介護予防の

意識が高まっています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 － 11 15 

参 加延べ人数 － 
1 コース 106 人 

（1 コース 12 回） 

2 コース 180 人 

（1 コース 12 回） 

 

 新たな目標と方策 

一次予防事業利用者は、運動系サークルに入会するなど、社会資源を利用す

る機会も多いため、二次予防事業として水中運動教室を充実し、介護予防の啓

発を推進します。 
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③  脳の健康教室 【拡 大】 

 

 事業の概要 

物忘れが気になる人を対象に、交流や読み書き、計算等の学習により脳の活

性化を図り、認知症を予防する教室です。地域に認知症の予防法が広がること

で、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を維持することを目指します。 
 

 実績と評価 

「くもん学習療法」を取り入れ、5か月間週 1回の教室を開催しました。 

教室では、市民から学習サポーターを公募し、学習に協力していただきまし

た。 

受講したほとんどの人に脳の活性化や生活に張りが出るなどの変化が見ら

れました。 

教室終了後においても、継続した取組みができるよう体制を整える必要があ

ります。また、脳の活性化の取組みを地域に効率よく広める方法の検討が必要

です。 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

教室 

参 加 者 数 21 20 15 

参加延べ人数 318 334 315 

実 施 回 数 

（1コース 20回） 
1 1 1 

クラス会 
参加者数 6 9 10 

実施回数 1 1 1 

学習サポーター数 8 10 11 
 
 

 新たな目標と方策 

教室終了後、継続した取組みができるよう、仲間づくりや自主活動への発展

に向けて支援します。 

高齢者数の増加に伴い、参加希望者の増加が見込まれるため、実施回数を増

やします。 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

教 室 
参 加 者 数 20 40 40 

実 施 回 数 1 2 2 

クラス会 
参加者数 15 30 30 

実施回数 1 2 2 

学習サポーター数 15 18 21 
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④  生活講座 【継 続】 

 

 事業の概要 

男性を対象に、高齢になっても地域で自立した生活を継続するために必要な

日常生活技術を学ぶ講座です。また、参加者の交流を図り仲間づくりを行いま

す。 

 

 実績と評価 

日常生活に必要な調理、洗濯、ゴミの分別、健康維持、栄養等のテーマで講

座を実施し、知識や技術の習得が図られ、日常生活や地域活動への関心が広が

りました。 

退職間もない人の参加が増えており、回数を重ねるにつれ、教室終了後に自

主活動を希望する人が多く、サークルとして活動しています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 14 13 15 

参加延べ人数 56 60 63 

 

 新たな目標と方策 

自立した生活を継続するために必要な知識･技術を周知するとともに、仲間

づくりを支援します。 

 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 20 20 20 

コ ー ス 数 

（1コース 5回） 
1 1 1 
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⑤  栄養教室 【統 合】 

 

 事業の概要 

いつまでもおいしく食べるために自分の栄養や口腔状態を知り、高齢者に必

要な栄養摂取量や口腔ケア等について学ぶ教室です。 

 

 実績と評価 

市内 4 地区で噛む力の測定や口腔内潜血検査、試食等で体験型の講座を行い

ましたが、地区によって参加者数にばらつきがあり、中止となった地区もあり

ました。これまでも栄養を単独テーマとした教室を開催してきましたが、参加

者数の確保に課題がありましたので、参加者数の見込める事業に統合し、平成

22 年度から健康運動教室や脳の健康教室の内容に盛り込んで実施しました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 

参 加 者 数 19 
健康運動教室・脳の健康教室へ統合 

参加延べ人数 27 

 

 新たな目標と方策 

総合的な介護予防を図るため、健康運動教室、脳の健康教室に栄養改善や口

腔ケアの内容を組み入れ、実施していきます。 
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⑥ 健康増進講演会 【継 続】 

 

 事業の概要 

生活習慣病予防および悪化防止、転倒や認知症予防、介護保険制度の紹介な

ど介護予防にかかわる知識普及や高齢者の健康維持、生活の自立を目的に、講

演会を行います。 

 

 実績と評価 

生活習慣病予防や介護予防に関するテーマを設定し、知識普及を図りました。   

高齢者の参加の利便を考え、同じテーマを別会場で 2 回実施しました。 

今後も多くの高齢者が関心を持ち、広く参加できるような内容の企画と周知

の工夫が必要です。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 167 148 200 

実 施 回 数 2 2 2 

 

 新たな目標と方策 

引き続き、生活習慣病予防および悪化防止、転倒や認知症予防、介護保険制

度の紹介など介護予防に関わる知識を普及し、高齢者の健康維持、生活の自立

を目指します。参加しやすいよう講演会の時期や内容を検討していきます。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 150 150 150 

実 施 回 数 2 2 2 
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⑦ 高齢者出前健康講座  【継 続】 

 

 事業の概要 

健康や介護予防の関心を高めるために、市民団体、小グループ等からの依頼

に応じ、認知症予防や転倒予防等の知識啓発や実技を行います。 

   

 実績と評価 

利用者数、実施回数は横ばいの状況ですが、自分の健康を振り返る良い機会

になっています。 

   講座の中で健康などの相談があった時は、個別に対応しています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加延べ人数 511 433 600 

実 施 回 数 27 25 30 

 

 新たな目標と方策 

自立した生活を継続するために健康や介護予防に関する必要な知識の普及

を図ります。地域包括支援センター（高齢者支援センター）と情報交換をしな

がら、広く市民団体に講座を実施していきます。 

 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加延 べ人 数 600 600 600 

実 施 回 数 30 30 30 
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（２）地域介護予防活動支援事業  

 

①介護予防サポーター育成事業（旧 介護予防ボランティア養成講座）【継続】

  

 事業の概要 

市が実施する介護予防事業の企画、実践、評価に参画し、地域の高齢者の支

援の中心となる介護予防サポーターを育成します。 

また、自身が介護予防の実践者となり、介護予防の啓発を行う役割を担いま

す。 

 

 実績と評価 

平成 16 年度から実施している健康づくり推進員養成講座を平成 21 年度から

介護予防の視点も加え、健康推進課と合同で開催しています。 

平成 21・22 年度は健康づくり推進員から介護予防サポーターを募り、介護

予防事業へ参加協力をいただきました。平成 23 年度は、より一層介護予防の

理解とサポーターの役割、位置づけを明確化し、各事業別に研修を開催し、事

業のサポートに努めていただきました。 

 

区  分 平成 23 年度 

※ 

脳 の 健 康 

教 室 

養 成 研 修 １回 3 人 

フォローアップ研修 1 回 9 人 

サ ポ ー タ ー 数 11 

健 康 運 動 

教 室 

養 成 研 修 1 回 10 人 

サ ポ ー タ ー 数 10 

  ※脳の健康教室では、平成 19 年度から一般公募で学習サポーターを養成

してきました。 

 

 新たな目標と方策 

地域で介護予防の普及啓発をする役割を担うよう、健康運動教室と脳の健康

教室においてのサポーター活動を推進していきます。 

 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

脳 の健 康教 室 
サポー ター 数 

15 18 21 

健 康運 動教 室 
サポー ター 数 

10 15 20 
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② 高齢者地域交流会 【統 合】 

 

 事業の概要 

外出機会が少なく、一部介助があれば外出可能な高齢者等を対象に、外出の

機会をつくり、他者との交流を図ることにより、心身を活性化し閉じこもりを

予防する事業です。 

 

 実績と評価 

交流が参加者の心身の活性化となるとともに、参加者やボランティアと顔見

知りとなる関係が継続した参加へと発展し、閉じこもり予防となっています。 

ボランティアが会の企画に参加し、参加者の緊張をほぐし打ち解けやすい雰

囲気づくりを担っています。 

なお、市内各地区でサロン活動が行われているため、サロン等への支援へ転

換し、平成 22 年度で終了しました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 

参 加 者 数 20 20 

参加延べ人数 106 100 

実 施 回 数  9 9 
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③ 機能訓練自主活動支援 【廃 止】 

 

 事業の概要 

参加者の外出の機会を増やし閉じこもりを解消することを目的に、機能訓練

教室（老人保健法に位置づけられた脳血管障害等で身体機能の回復が必要な人

のリハビリ教室）から派生した社会復帰訓練を意図した障がい者団体の自主活

動を支援します。 

 

 実績と評価 

団体の解散により平成 22 年度で終了しました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 

支 援 回 数 4 1 
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１．２ 二次予防事業  

（１）二次予防事業対象者把握事業   

①  二次予防事業対象者把握事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

要支援・要介護状態になるおそれがある高齢者を早期に発見し、介護予防を

図ることを目的としています。 

基本チェックリストで基準に該当し、介護や支援が必要となる可能性が高い

高齢者を二次予防事業対象者とします。 

   

 実績と評価 

平成 21 年度は、老人クラブを中心として、ふれあい温泉事業で基本チェッ

クリストを実施しましたが、対象者の把握は少数であったことから、平成 22

年度からは一次予防事業や窓口相談、出前講座などで基本チェックリストを実

施し、介護予防が必要な対象者の把握に努めました。 

二次予防事業対象者の決定数は増加しています。 

 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

基本チェックリスト実施者数 595 184 200 

二 次 予 防 事 業 対 象 者 数 51 75 95 

 

 新たな目標と方策 

一次予防事業や窓口相談、出前講座などで基本チェックリストを実施すると

ともに、日常生活圏域ニーズ調査結果をもとに介護予防が必要となる年齢の人

を中心とした把握に努めます。 

また、市民に介護予防の必要性や事業の周知を強化し、介護予防への理解を

深めます。 

 

  〈見込み量〉 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

基本チェックリスト実施者数 400 400 500 

二 次 予 防 事 業 対 象 者 数 115 135 155 
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（２）通所型介護予防事業 

  

① 高齢者健康教室 【継 続】  

 事業の概要 

転倒の心配があるなど運動の機能が低下しているまたはそのおそれがある

二次予防事業対象者に対し、体力向上、筋力アップを図り要介護状態等になる

ことを予防する事業です。 

 実績と評価 

平成 21 年度はプールと温浴施設を兼ね備えたホテルを会場とし、運動指導

者の所属するＮＰＯ法人に委託し、水中運動と椅子体操を併用した教室を開催

しました。 

参加者数の増加や継続性について検討した結果、平成 22 年度からは、水中

運動と椅子体操の教室に分け、水中運動はホテルを会場に、健康運動教室は地

区会館を会場にし、回数を増やし実施しました。 

筋力向上、痛みの軽減、血圧の安定など身体機能の向上が図られたとともに、

心理面の改善もみられています。仲間づくりが進み運動継続のきっかけとなっ

ています。 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

水中運

動教室 

参 加 者 数 
混合開催 

１コース 24 回 

２コース実施 

参加者数  9人 

延べ人数 184人 

5 10 

参加延べ人数 
1 コース 51 人 

（1 コース 12 回） 

2 コース 120 人 

（1コース12回） 

健康運

動教室 

参 加 者 数 6 10 

参加延べ人数 
5 コース 60 人 

（1 コース 10 回） 

5 コース 100 人 

（1コース10回） 
 

 新たな目標と方策 

運動機能向上を図ることで転倒を予防し、自立した生活を継続するために事

業を継続します。 

教室では運動機能向上に併せて、栄養改善や口腔ケアの普及啓発を組み込み、

高齢者の総合的な介護予防を図ります。 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

水中運

動教室 

参 加 者 数 15 15 30 

コ ー ス 数 

（1コース12回) 
2 2 2 

健康運

動教室 

参 加 者 数 15 15 30 

コ ー ス 数 

（1コース10回） 
5 5 5 
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② 機能訓練教室 【継 続】 

 

 事業の概要 

運動器の機能低下が心配される二次予防事業対象者等を対象に、個別プログ

ラムにより訓練を行うことで身体機能を高め、要介護状態にならないよう予防

する事業です。 

 

 実績と評価 

市内の訓練機関に委託して、1 人当たり週 1 回の個別訓練を行いました。 

参加者には、身体機能の維持および筋力の向上が図られ、生活への意欲など

精神面にも好影響を及ぼしています。 

 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 5 8 10 

参加延べ人数 242 173 300 

 

 

 新たな目標と方策 

運動器の機能を向上し、要介護状態にならないようにするため、事業を継続

していきます。  

訓練終了後においても、身体機能を維持するための方法等を検討していきま

す。 

また、参加者数の増加に伴い、委託機関数を増やすことを検討します。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 10 10 15 

実 施 回 数 300 350 525 
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③ 口腔ケア事業  【継 続】 

 

 事業の概要 

嚥下（えんげ）や咀嚼（そしゃく）など口腔機能が低下しているまたはその

おそれがある二次予防事業対象者に対し、口腔機能を改善することで、栄養状

態の改善や肺炎予防等が図られ、要介護状態となることを予防する事業です。 

 

 実績と評価 

事業参加者は少数でしたが、個別の状態に合わせて、歯科医師の診察と歯科

衛生士の指導が受けられるため、口腔機能の改善が図れています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 0 2 3 

複合的なメニューの参加者数 14 63 70 

 

 新たな目標と方策 

平成21年度からは通所型介護予防事業で口腔ケア事業を継続するとともに、

他のプログラムでも口腔ケアを啓発し、複合的に実施しています。 

訪問型口腔ケア事業は利用実績が少なく、今後の二次予防事業対象者の事業

利用見込みや二次予防事業対象者の身体機能を考えた結果、事業の必要性が低

いと判断し、平成 22 年度をもって廃止としました。 

口腔機能の維持、向上の重要性について、正しい知識の普及啓発に努め、対

象者の把握と事業利用の拡大を図ります。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 3 3 3 
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④ 生きがいデイサービス事業（おたっしゃ塾） 【継 続】 

 

 事業の概要 

二次予防事業対象者に対し、教養講座、創作活動、軽スポーツ等を行い、自

立生活の支援や社会的孤立感の解消を図ります。 

 

 実績と評価 

教養講座、創作活動、軽スポーツ等、地域の状況や時期に合わせ細やかなプ

ログラムに取り組み、利用者の生活改善に効果をあげるなど好評を得ています。 

 

 新たな目標と方策 

二次予防事業対象者の介護予防ケアマネジメントに合わせた取組みを行う

とともに、参加者人数の動向とあわせて、閉じこもりがちな高齢者には外出や

交流のきっかけとなっていることから、より一層の周知に努め事業の拡充を図

ります。 

 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 延 べ人 数 2,100 2,100 2,100 

開 設 日 数 週 3 日 週 3 日 週 3 日 

 

 

 

  

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加延べ人数 1,723 1,546 1,725 

開 設 日 数 週 3 日 週 3 日 週 3 日 
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（３）訪問型介護予防事業  

 

① 訪問指導事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

うつ、認知症、閉じこもり等の人またはそのおそれがある二次予防事業対象

者に加え、運動機能低下や低栄養、口腔機能の低下等の二次予防事業対象者も

対象とし、保健師等が訪問して指導します。 

 

 実績と評価 

二次予防事業対象者の把握が少なく、利用者がいませんでした。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

参 加 者 数 0 0 0 

 

 新たな目標と方策 

平成 22 年度から地域支援事業実施要綱が改正されたため、対象者を閉じこ

もり、うつ、認知症のおそれがあるなど、心身の状況により通所型事業への参

加が困難な二次予防事業対象者とし、保健師等が訪問して必要な相談や指導等

を行います。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

参 加 者 数 3 3 3 
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第２節 介護サービスの充実強化と医療との連携 

 

高齢者のうち要介護認定者の要介護度の改善、要介護状態となっても住み慣

れた地域で安心して生活を継続できるよう、介護サービスの充実強化、医療と

の連携を図ったサービス提供を実現します。 

 

１ 居宅サービスおよび施設サービス等利用者 

 

１．１ サービス利用者の実績  

 

サービス別の平成 21 年度、22 年度実績および 23 年度の見込みは表 1のとお

りです。 

高齢者人口（第 1 号被保険者）に占めるサービス利用者の割合（出現率）は、

各サービスとも増加している状況にあります。 

 

表 1-1 利用者の実績 

                                                           (単位：人、％)  

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

第 1号被保険者      Ａ 12,951 13,353 13,631 

標準的居宅サービス利用者    Ｂ 998 1,114 1,161 

 出 現 率（Ｂ／Ａ） 7.7 8.3 8.5 

認知症対応型共同生活介護利用者  Ｃ              98 120 134 

 出 現 率（Ｃ／Ａ） 0.8 0.9 1.0 

特定施設入居者生活介護利用者  Ｄ 63 74 81 

 出 現 率（Ｄ／Ａ） 0.5 0.6 0.6 

施設サービス利用者    Ｅ 306 304 312 

 出 現 率（Ｅ／Ａ） 2.4 2.3 2.3 

合   計（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）    Ｆ 1,465 1,612 1,688 

 出 現 率（Ｆ／Ａ） 11.3 12.1 12.4 

（注１）第 1 号被保険者数は、平成 21 年度と 22 年度については年度末の月報報告値、平成 23

年度については 9月の月報報告値としています。 

（注２）利用者数は、平成 21 年度と 22 年度においては年度内の月の平均値、23 年度について

は推計値としています。 

（注３）「出現率」とは、第 1号被保険者（または第 2 号被保険者）に占めるサービス利用者の

割合です。（以下同じ） 
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表 1-2 介護保険特別会計事業費実績              （単位：千円） 

 
平成 21年度 

決  算  額  

平成 22年度 

決  算  額 

平成 23年度 

決算見込み額 
合    計 

費 
 
 
 
 
 

用 

標 準 給 付 費 2,477,780 2,652,899 2,865,648 7,996,327 

  施設介護サービス費 976,071 980,102 995,922 2,952,095 

  
居宅介護（予防)サービス費
等（注２） 

990,140 1,091,783 1,224,510 3,306,433 

 
地域密着型介護（予防）サー
ビス費 

349,924 410,341 469,894 1,230,159 

 市特別給付費 1,016 1,574 1,929 4,519 

 高額介護サービス等費 50,769 54,117 57,137 162,023 

  

特定入所者介護サービス費 102,742 102,165 104,391 309,298 

高額医療合算介護サービス等費 4,373 9,804 8,506 22,683 

審査支払手数料  2,745 3,013 3,359 9,117 

地域支援事業費 97,589 98,183 100,675 296,447 

その他介護保険に要する経費 80,025 39,401 39,625 159,051 

    費 用 計 2,655,395 2,790,483 3,005,948 8,451,826 

収 
 

 
 

 
 

入 

第１号被保険者保険料 (20％) 577,288 592,993 620,000 1,790,281 

国の負担金 
（標準給付費の 15％または 20％） 

470,766 526,222 554,967 1,551,955 

国の調整交付金（注３） 75,721 75,494 80,676 231,891 

道の負担金 
（標準給付費の 12.5％または 17.5％） 387,115 419,273 423,818 1,230,206 

市の負担金 
（標準給付費の 12.5％） 

322,741 346,202 374,022 1,042,965 

介護給付費交付金 
(標準給付費の 30％) 

747,950 802,007 871,926 2,421,883 

基金繰入金 32,822 28,552 40,971 102,345 

財産収入 367 197 365 929 

繰越金 79,710 38,969 39,505 158,184 

諸収入 138 255 165 558 

    収 入 計 2,694,619 2,830,164 3,006,415 8,531,198 

（注１）平成 21・22 年度は決算額、平成 23 年度は見込み額です。 

（注２）居宅サービス費等には、居宅（介護予防）サービス費の他、居宅（介護予防）サービ

ス計画費、居宅（介護予防）福祉用具購入費および居宅(介護予防)住宅改修費が含ま

れています。 

（注３）国の調整交付金の割合は、平成 21 年度の実績は 3.37％、平成 22 年度の実績は 3.07％

平成 23 年度の見込みは 2.89％となっています。 
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１．２ サービス利用者の推計  

 

人口推計や利用実績などをもとに推計すると、第 1 号被保険者数の増加に伴

い、認定者数および各サービス利用者数も増加するものの、出現率、受給割合

はほぼ横ばいと推計しています。 

 

表 2 居宅・施設サービス利用者の推計 

                                                          (単位：人、％)  

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

第 1号被保険者            Ａ 14,852 15,727 16,703 

認定者数（全体）          Ｂ 2,783 2,952 3,140 

標準的居宅サービス利用者  Ｃ 1,282 1,359 1,445 

 
出 現 率（Ｃ／Ａ） 8.6 8.6 8.7 

受給割合（Ｃ／Ｂ） 46.1 46.0 46.0 

認知症対応型共同生活介護利用者     Ｄ 134 162 168 

 
出 現 率（Ｄ／Ａ） 0.9 1.0 1.0 

受給割合（Ｄ／Ｂ） 4.8 5.5 5.4 

特定施設入居者生活介護利用者  Ｅ 101 109 118 

 
出 現 率（Ｅ／Ａ） 0.7 0.7 0.8 

受給割合（Ｅ／Ｂ） 3.6 3.7 3.8 

施設サービス利用者     Ｆ 317 323 397 

 
出 現 率（Ｆ／Ａ） 2.1 2.1 2.4 

受給割合（Ｆ／Ｂ） 11.4 10.9 13.0 

合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）         Ｇ 1,834 1,953 2,128 

 
出 現 率（Ｇ／Ａ） 12.3 12.4 12.7 

受給割合（Ｇ／Ｂ） 65.9 66.2 67.8 

（注１）「受給割合」とは、認定者数に占めるサービス利用者の割合です。（以下同じ） 
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２ 居宅サービス  

 

２．１ 居宅サービス利用者の実績  

 

要介護度別の居宅サービス利用者については表 1のとおりです。 

利用者数は年々増加しており、特に要介護 1 の人の増加が顕著となっていま

す。 

 

表 1 居宅サービス利用者の実績 

                           （単位：人） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

標準的居宅サービス利用者 998 1,114 1,161 

 要 支 援 1 203 254 271 

要 支 援 2 129 131 112 

要 介 護 1 242 297 360 

要 介 護 2 230 226 215 

要 介 護 3  115 123 113 

要 介 護 4 44 42 45 

要 介 護 5 35 41 45 

特定施設入居者生活介護利用者 63 74 81 

合     計 1,061 1,188 1,242 

（注１）平成 21・22 年度は実績値、平成 23 年度は推計値です。 
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２．２ 居宅サービス利用者の推計  

 

人口や利用実績等をもとに推計すると、平成 24 年度から平成 26 年度までの

居宅サービス利用者の見込みは、表 2 のとおりです。 

 

表 2 居宅サービス利用者の推計     （単位：人） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

標準的居宅サービス利用者 1,282 1,359 1,445 

 

要 支 援 1 294 309 327 

要 支 援 2 140 148 156 

要 介 護 1 366 389 413 

要 介 護 2 235 250 268 

要 介 護 3 144 153 163 

要 介 護 4 53 56 60 

要 介 護 5 50 54 58 

特定施設入居者生活介護利用者 101 109 118 

 要 支 援 1 16 18 20 

 

要 支 援 2 10 12 14 

要 介 護 1 40 42 45 

要 介 護 2 18 20 22 

要 介 護 3 9 9 9 

要 介 護 4 4 4 4 

要 介 護 5 4 4 4 

合     計 1,383 1,468 1,563 
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２．３ 居宅サービスの見込み  

 

（１）訪問介護・介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）  

 

 実績と評価 

ホームヘルパー（訪問介護員）や介護福祉士などが利用者宅を訪問して、利

用者の日常生活を支援するために、身体介護や生活援助を行うサービスです。 

月平均利用者一人当たりの回数は計画値を上回りましたが、利用者数および

年間サービス量は、計画値を下回っています。 

 

表 1 利用実績（訪問介護・介護予防訪問介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 5.3 5.2 5.5 

要 支 援 2 6.5 6.4 6.5 

要 介 護 1 10.0 9.4 9.8 

要 介 護 2 11.3 11.3 11.3 

要 介 護 3 12.5 10.7 11.7 

要 介 護 4 17.9 15.3 16.6 

要 介 護 5 12.2 18.0 14.8 

計 9.5 9.1 9.3 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 102 118 125 

要 支 援 2 47 47 46 

要 介 護 1 112 125 130 

要 介 護 2 101 94 91 

要 介 護 3 46 39 35 

要 介 護 4 14 17 24 

要 介 護 5 23 20 19 

計 445 460 470 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 6,476 7,374 8,271 

要 支 援 2 3,694 3,612 3,581 

要 介 護 1 13,437 14,053 15,218 

要 介 護 2 13,648 12,786 12,335 

要 介 護 3 6,918 5,024 4,915 

要 介 護 4 3,009 3,120 4,789 

要 介 護 5 3,368 4,315 3,380 

合   計 50,550 50,284 52,489 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

月平均利用者一人当たりの回数はほぼ横ばいですが、利用者の増加によりサ

ービス量も増加すると見込んでいます。 

 

     表 2 サービス量の見込み（訪問介護・介護予防訪問介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 9.9 10.0 10.0 

要 介 護 2 12.0 12.0 12.0 

要 介 護 3 12.4 13.0 13.0 

要 介 護 4 16.7 18.0 18.0 

要 介 護 5 19.0 19.0 19.0 

計 12.1 12.4 12.5 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 134 135 139 

要 支 援 2 46 46 46 

要 介 護 1 132 135 139 

要 介 護 2 93 93 95 

要 介 護 3 43 43 47 

要 介 護 4 28 29 31 

要 介 護 5 24 26 30 

計 500 507 527 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 15,624 16,200 16,680 

要 介 護 2 13,392 13,392 13,680 

要 介 護 3 6,396 6,708 7,332 

要 介 護 4 5,616 6,264 6,696 

要 介 護 5 5,472 5,928 6,840 

合   計 46,500 48,492 51,228 

※要支援の人については、月額報酬制のため、年間必要サービス量が算出されません。 

 

 

 

 



51 

（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護  

 

 実績と評価 

自宅での入浴が困難な寝たきりの人などを対象に、看護職員などの介助によ

り入浴できるサービスです。 

利用実績は、平成 21 年度においては計画値を下回りましたが、平成 22 年度

からは計画値を上回っています。 

 

     表１ 利用実績（訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 1.3 1.3 

要 介 護 2 1.0 0 0 

要 介 護 3 4.2 4.4 3.9 

要 介 護 4 4.6 4.9 4.2 

要 介 護 5 4.8 4.4 4.3 

計 4.3 4.3 4.1 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 0 0 

00 

0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 1 1 

要 介 護 2 1 0 0 

要 介 護 3 1 1 1 

要 介 護 4 2 2 1 

要 介 護 5 5 10 11 

計 9 14 14 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 16 16 

要 介 護 2 12 0 0 

要 介 護 3 50 53 47 

要 介 護 4 111 117 50 

要 介 護 5 288 532 568 

合   計 461 718 681 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

訪問入浴介護は、主に要介護度が高い人を対象としているサービスであるこ

とから、軽度者（要支援 1・2、要介護 1）の人に対するサービスは見込んでい

ません。 

 

表 2 サービス量の見込み（訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 0 0 

要 介 護 2 1.0 0 2.0 

要 介 護 3 1.0 1.0 1.0 

要 介 護 4 6.0 6.0 6.2 

要 介 護 5 5.9 6.0 6.7 

計 5.2 5.4 5.4 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 0 0 

要 介 護 2 1 0 1 

要 介 護 3 1 2 3 

要 介 護 4 3 4 5 

要 介 護 5 9 10 10 

計 14 16 19 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 0 0 0 

要 介 護 2 12 0 24 

要 介 護 3 12 24 36 

要 介 護 4 216 288 372 

要 介 護 5 636 720 804 

合   計 876 1,032 1,236 
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（３）訪問看護・介護予防訪問看護  

 

 実績と評価 

主治医の指示を受けて、看護師などが利用者宅を訪問して、病状を観察した

り、入浴や排せつの介助、床ずれの手当てなどを行うサービスです。 

第 4 期計画においては、第 3 期計画の実績をもとに 30％の増加を見込んで

いましたが、利用実績は計画値より低い値になりました。 

 

   表 1 利用実績（訪問看護・介護予防訪問看護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 2.6 2.9 2.9 

要 支 援 2 4.7 4.2 4.4 

要 介 護 1 4.6 5.1 4.9 

要 介 護 2 5.1 4.7 4.9 

要 介 護 3 6.4 6.0 6.2 

要 介 護 4 6.2 5.7 5.8 

要 介 護 5 5.4 6.2 5.9 

計 5.2 5.1 5.0 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 5 8 9 

要 支 援 2 14 15 15 

要 介 護 1 34 44 51 

要 介 護 2 36 38 39 

要 介 護 3 24 21 18 

要 介 護 4 10 10 10 

要 介 護 5 14 16 18 

計 137 152 160 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 156 276 315 

要 支 援 2 795 755 793 

要 介 護 1 1,896 2,667 2,989 

要 介 護 2 2,190 2,159 2,279 

要 介 護 3 1,847 1,502 1,337 

要 介 護 4 743 680 694 

要 介 護 5 910 1,182 1,266 

合   計 8,537 9,221 9,673 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

認定者数の増加により、サービス量が増加すると見込んでいます。 

 

 表 2 サービス量の見込み（訪問看護・介護予防訪問看護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 2.9 3.0 3.0 

要 支 援 2 4.6 4.6 4.7 

要 介 護 1 5.2 5.3 5.3 

要 介 護 2 5.1 5.1 5.2 

要 介 護 3 6.2 6.3 6.3 

要 介 護 4 5.9 6.0 6.1 

要 介 護 5 6.2 6.3 6.3 

計 5.3 5.3 5.4 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 10 11 12 

要 支 援 2 15 15 16 

要 介 護 1 51 52 53 

要 介 護 2 39 41 42 

要 介 護 3 20 21 22 

要 介 護 4 12 14 16 

要 介 護 5 19 20 22 

計 166 174 183 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 348 396 432 

要 支 援 2 828 828 900 

要 介 護 1 3,180 3,300 3,360 

要 介 護 2 2,376 2,508 2,616 

要 介 護 3 1,488 1,584 1,656 

要 介 護 4 852 1,008 1,164 

要 介 護 5 1,404 1,512 1,656 

合   計 10,476 11,136 11,784 
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（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション  

 

 実績と評価 

理学療法士や作業療法士が利用者宅を訪問して、外出が困難な重度の要援護

高齢者等の日常生活の自立を助けるためのリハビリテーション（機能訓練）を

行うサービスです。 

平成 21 年度に市内に事業所が開設され、利用しやすくなった影響で計画値

の 2倍以上となっています。 

 

   表 1 利用実績（訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテ－ション） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 6.9 6.2 6.3 

要 支 援 2 8.5 11.4 10.4 

要 介 護 1 9.6 9.7 10.3 

要 介 護 2 8.8 10.0 9.5 

要 介 護 3 7.0 8.3 7.9 

要 介 護 4 10.7 10.0 12.4 

要 介 護 5 12.3 12.8 9.9 

計 8.9 9.4 9.3 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 3 7 7 

要 支 援 2 2 5 5 

要 介 護 1 7 14 18 

要 介 護 2 3 7 8 

要 介 護 3 6 9 10 

要 介 護 4 2 3 3 

要 介 護 5 3 3 3 

計 26 48 54 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 247 523 532 

要 支 援 2 205 682 626 

要 介 護 1 805 1,635 2,227 

要 介 護 2 317 842 909 

要 介 護 3 505 899 947 

要 介 護 4 257 360 448 

要 介 護 5 441 459 356 

合   計 2,777 5,400 6,045 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

月平均利用回数、利用者数および必要サービス量も大幅な増加を見込んでい

ます。 

 

 表 2 サービス量の見込み（訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 10.0 10.0 10.0 

要 支 援 2 12.4 12.8 13.0 

要 介 護 1 12.0 12.0 12.0 

要 介 護 2 13.0 13.0 13.0 

要 介 護 3 10.0 10.0 10.0 

要 介 護 4 14.0 14.0 14.0 

要 介 護 5 13.2 13.6 14.7 

計 12.0 12.0 12.2 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 7 7 7 

要 支 援 2 5 5 5 

要 介 護 1 18 18 18 

要 介 護 2 10 11 14 

要 介 護 3 10 10 10 

要 介 護 4 5 5 6 

要 介 護 5 5 5 6 

計 60 61 66 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 840 840 840 

要 支 援 2 744 768 780 

要 介 護 1 2,592 2,592 2,592 

要 介 護 2 1,560 1,716 2,184 

要 介 護 3 1,200 1,200 1,200 

要 介 護 4 840 840 1,008 

要 介 護 5 792 816 1,056 

合   計 8,568 8,772 9,660 
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（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導  

 

 実績と評価 

医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士などが利用者宅を訪問して、医学的な

管理や指導を行うサービスです。 

 

  表 1 利用実績（居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 1 1 

要 支 援 2 4 3 4 

要 介 護 1 6 13 16 

要 介 護 2 10 9 9 

要 介 護 3 5 1 1 

要 介 護 4 2 1 1 

要 介 護 5 5 1 1 

合   計 33 29 33 

 

 

 新たな目標と方策 

標準的サービス利用者数等を基に求めたサービス量の見込みは、表 2 のとお

りです。 

 

   表 2 サービス量の見込み（居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 2 2 

要 支 援 2 5 5 6 

要 介 護 1 16 16 16 

要 介 護 2 10 11 11 

要 介 護 3 5 5 5 

要 介 護 4 2 2 4 

要 介 護 5 5 5 5 

合   計 44 46 49 
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（６）通所介護・介護予防通所介護  

 

 実績と評価 

介護老人福祉施設、通所介護施設（デイサービスセンター）などの施設に通

って食事や入浴をすることができるサービスです。 

利用実績は、月平均利用者一人当たりの回数が増えたことにより、年間サー

ビス量が計画値を上回りました。 

 

  表 1 利用実績（通所介護・介護予防通所介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 4.0 4.0 4.5 

要 支 援 2 7.9 7.9 8.0 

要 介 護 1 7.6 7.5 8.2 

要 介 護 2 7.7 7.8 8.0 

要 介 護 3 7.9 7.8 9.1 

要 介 護 4 9.8 9.4 9.2 

要 介 護 5 7.6 9.3 8.7 

計 7.1 7.0 7.4 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 88 111 126 

要 支 援 2 61 59 57 

要 介 護 1 119 150 159 

要 介 護 2 124 115 108 

要 介 護 3 37 58 65 

要 介 護 4 19 16 14 

要 介 護 5 14 13 12 

計 462 522 541 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 4,208 5,314 6,810 

要 支 援 2 5,776 5,616 5,440 

要 介 護 1 10,921 13,527 15,610 

要 介 護 2 11,406 10,831 10,413 

要 介 護 3 3,518 5,449 7,124 

要 介 護 4 2,228 1,811 1,548 

要 介 護 5 1,279 1,454 1,252 

合   計 39,336 44,002 48,197 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の見

込みは、表 2 のとおりです。 

  サービス事業所が増加していることから、利用しやすい環境が整ってきていま

すので、平均利用回数、利用者数およびサービス量も増加を見込んでいます。 

 

表 2 サービス量の見込み（通所介護・介護予防通所介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 9.0 9.0 9.0 

要 介 護 2 10.0 10.0 10.0 

要 介 護 3 11.0 11.0 11.0 

要 介 護 4 10.0 10.0 10.0 

要 介 護 5 12.0 12.0 12.0 

計 9.8 9.8 9.9 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 145 149 153 

要 支 援 2 58 59 62 

要 介 護 1 168 170 180 

要 介 護 2 113 114 119 

要 介 護 3 68 68 74 

要 介 護 4 20 21 23 

要 介 護 5 18 19 22 

計 590 600 633 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 18,144 18,360 19,440 

要 介 護 2 13,560 13,680 14,280 

要 介 護 3 8,976 8,976 9,768 

要 介 護 4 2,400 2,520 2,760 

要 介 護 5 2,592 2,736 3,168 

合   計 45,672 46,272 49,416 

※要支援の人については、月額報酬制のため、年間必要サービス量が算出されません。 
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（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション  

 

 実績と評価 

介護老人保健施設、病院、診療所などに通って、リハビリテーション（機能

訓練）などを受けることができるサービスです。 

利用実績は、月平均サービス利用者数が少なかったので、年間サービス量も

計画値を下回りました。 

 

  表 1 利用実績（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 4.0 4.0 4.0 

要 支 援 2 7.8 8.1 7.9 

要 介 護 1 7.3 7.1 7.2 

要 介 護 2 7.0 7.3 7.0 

要 介 護 3 6.9 6.7 6.7 

要 介 護 4 6.0 6.2 6.0 

要 介 護 5 6.3 6.8 6.8 

計 6.7 6.8 6.7 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 16 18 20 

要 支 援 2 21 20 20 

要 介 護 1 30 35 44 

要 介 護 2 34 29 26 

要 介 護 3 21 21 21 

要 介 護 4 6 6 6 

要 介 護 5 6 7 7 

計 134 136 144 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 770 866 964 

要 支 援 2 1,960 1,944 1,893 

要 介 護 1 2,633 2,992 3,796 

要 介 護 2 2,846 2,543 2,190 

要 介 護 3 1,733 1,677 1,685 

要 介 護 4 430 446 429 

要 介 護 5 450 567 573 

合   計 10,822 11,035 11,530 

 

 



61 

 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

市内に事業所が相次いで開設されたことから、利用しやすい環境となってき

ているので、今後サービス量は増加すると見込んでいます。 

 

表 2 サービス量の見込み 

（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 7.3 7.3 7.3 

要 介 護 2 7.3 7.3 7.3 

要 介 護 3 7.0 7.0 7.0 

要 介 護 4 6.2 6.2 6.2 

要 介 護 5 7.0 7.0 7.0 

計 7.1 7.1 

 

7.1 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 21 22 25 

要 支 援 2 22 22 24 

要 介 護 1 53 53 57 

要 介 護 2 33 34 35 

要 介 護 3 23 23 25 

要 介 護 4 9 9 12 

要 介 護 5 11 11 12 

計 172 174 190 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 － － － 

要 支 援 2 － － － 

要 介 護 1 4,632 4,644 4,992 

要 介 護 2 2,880 2,976 3,060 

要 介 護 3 1,932 1,932 2,100 

要 介 護 4 672 672 888 

要 介 護 5 924 924 1,008 

合   計 11,040 11,148 12,048 

※要支援の人については、月額報酬制のため、年間必要サービス量が算出されません。 
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（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護  

 

 実績と評価 

介護をする家族が病気などで一時的に介護ができなくなった場合などに、介

護老人福祉施設などに短期間入所して、食事、入浴などの日常生活上の介護を

受けるサービスです。 

利用実績は、月平均サービス利用者数が計画値を下回っているため、サービ

ス量も下回っています。 

 

  表 1 利用実績（短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 0.4 2.7 2.4 

要 支 援 2 5.0 4.9 5.0 

要 介 護 1 7.6 8.2 8.1 

要 介 護 2 6.5 7.8 7.2 

要 介 護 3 11.8 9.5 10.6 

要 介 護 4 11.0 12.5 12.2 

要 介 護 5 10.0 6.3 7.8 

計 8.9 8.6 8.8 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 2 3 

要 支 援 2 3 2 2 

要 介 護 1 16 21 22 

要 介 護 2 23 29 29 

要 介 護 3 23 27 30 

要 介 護 4 9 11 12 

要 介 護 5 10 8 9 

計 85 100 107 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 5 65 86 

要 支 援 2 180 117 119 

要 介 護 1 1,460 2,065 2,136 

要 介 護 2 1,791 2,701 2,520 

要 介 護 3 3,248 3,084 3,814 

要 介 護 4 1,186 1,647 1,756 

要 介 護 5 1,195 603 839 

合   計 9,065 10,282 11,270 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

平成 25 年度までは、回数、利用者とも若干の増加を見込んでいます。 

平成 26 年度については、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併設

で短期入所生活介護事業所（20 床）の開設を計画していることから、回数、利

用者ともに大幅に増加すると見込んでいます。 

 

  表 2 サービス量の見込み（短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 3.5 4.0 4.0 

要 支 援 2 5.7 6.3 6.3 

要 介 護 1 7.0 7.0 7.0 

要 介 護 2 7.0 7.0 7.0 

要 介 護 3 11.0 11.0 11.0 

要 介 護 4 13.0 13.0 13.0 

要 介 護 5 7.0 7.0 7.0 

計 8.6 8.6 8.7 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 2 3 3 

要 支 援 2 3 4 4 

要 介 護 1 23 25 39 

要 介 護 2 33 33 43 

要 介 護 3 32 32 44 

要 介 護 4 11 11 19 

要 介 護 5 9 9 14 

計 113 117 166 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 84 144 144 

要 支 援 2 204 300 300 

要 介 護 1 1,932 2,100 3,276 

要 介 護 2 2,772 2,772 3,612 

要 介 護 3 4,224 4,224 5,808 

要 介 護 4 1,716 1,716 2,964 

要 介 護 5 756 756 1,176 

合   計 11,688 12,012 17,280 
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（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護  

 

 実績と評価 

介護をする家族が病気などで一時的に介護ができなくなった場合などに、介

護老人保健施設などに短期間入所して、医学的な管理の下で機能訓練などの介

護を受けるサービスです。 

利用実績は、回数、利用者数ともに計画値をやや下回っています。 

 

  表 1 利用実績（短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 1.8 5.3 5.0 

要 支 援 2 4.7 2.3 1.0 

要 介 護 1 4.8 4.1 4.2 

要 介 護 2 5.1 4.0 5.6 

要 介 護 3 6.4 5.4 5.8 

要 介 護 4 6.4 4.1 6.8 

要 介 護 5 7.5 7.6 7.7 

計 5.8 5.0 5.6 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 2 3 

要 支 援 2 1 1 1 

要 介 護 1 3 4 5 

要 介 護 2 5 4 3 

要 介 護 3 4 6 7 

要 介 護 4 3 3 2 

要 介 護 5 4 4 4 

計 21 24 25 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 21 126 180 

要 支 援 2 56 28 12 

要 介 護 1 171 198 254 

要 介 護 2 308 193 203 

要 介 護 3 307 391 489 

要 介 護 4 230 149 164 

要 介 護 5 359 364 369 

合   計 1,452 1,449 1,671 
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 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数、標準サービス量等により求めたサービス量の

見込みは、表 2 のとおりです。 

第 5 期計画では、回数がやや増加すると見込んでいます。 

 

  表２ サービス量の見込み（短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
利
用
者
一
人
当
た
り
回
数 

要 支 援 1 2.0 2.0 2.0 

要 支 援 2 7.5 8.0 8.5 

要 介 護 1 7.0 7.0 7.1 

要 介 護 2 9.0 9.0 9.0 

要 介 護 3 7.0 7.0 7.0 

要 介 護 4 7.0 7.0 7.0 

要 介 護 5 8.0 8.0 8.0 

計 7.2 7.3 7.5 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 1 1 

要 支 援 2 2 2 2 

要 介 護 1 6 6 7 

要 介 護 2 3 4 5 

要 介 護 3 6 7 7 

要 介 護 4 3 3 4 

要 介 護 5 4 4 5 

計 25 27 31 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 24 24 24 

要 支 援 2 180 192 204 

要 介 護 1 504 504 600 

要 介 護 2 324 432 540 

要 介 護 3 504 588 588 

要 介 護 4 252 252 336 

要 介 護 5 384 384 480 

合   計 2,172 2,376 2,772 
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（10）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

 

 実績と評価 

特定施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生

活上の世話、機能訓練・療養上の世話を行い、施設で能力に応じた自立した生

活をできるようにするものです。 

利用実績は、計画値より下回っています。市内の特定施設は満床に近い状態

で運営されていることから、市外からの利用者が見込みより多かったことが考

えられます。 

 

    表 1 利用実績（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 14 15 17 

要 支 援 2 8 8 7 

要 介 護 1 18 27 31 

要 介 護 2 16 17 19 

要 介 護 3 4 3 2 

要 介 護 4 1 2 2 

要 介 護 5 2 2 3 

合   計 63 74 81 

 ※住所地特例対象施設 

 

 新たな目標と方策 

標準的サービス利用者数等をもとに求めたサービス量の見込みは、表２のと

おりです。要介護度が比較的軽い人の利用を見込んでいます。 

 

   表 2 サービス量の見込み（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 16 18 20 

要 支 援 2 10 12 14 

要 介 護 1 40 42 45 

要 介 護 2 18 20 22 

要 介 護 3 9 9 9 

要 介 護 4 4 4 4 

要 介 護 5 4 4 4 

合   計 101 109 118 
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（11）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与  

 

 実績と評価 

心身の機能が低下した要援護高齢者等の日常生活を援助するために、車いす

やベッドなどの貸し出しを行うサービスです。 

利用実績は、予防サービスの件数が計画値を大きく上回りました。 

 

表 1 利用実績（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与） 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

サービス量   (件) 3,358 4,019 4,604 

 居宅介護サービス 2,866 3,307 3,774 

介護予防サービス 492 712 830 

 

 

 

 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数等をもとに求めたサービス量の見込みは、表 2

のとおりです。在宅生活に必要なサービスの一つであることから、今後も増加

を見込んでいます。 

 

 表 2 サービス量の見込み（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与） 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

サービス見込量 (件) 4,656 4,764 4,908 

 居宅介護サービス 3,792 3,888 4,020 

介護予防サービス 864 876 888 
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（12）特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売  

 

 実績と評価 

要介護者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるよう、入

浴や排せつ等に使用する、腰掛便座・特殊尿器・入浴補助用具・簡易浴槽・移

動用リフトの吊り具の購入に限定して支給されます。 

利用実績は、予防サービスの件数が計画値より多くなっていますが、全体と

してはほぼ計画値どおりなっています。 

 

 表 1 利用実績（特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売） 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

サービス量   (件) 191 210 230 

 居宅介護サービス 118 126 150 

介護予防サービス 73 84 80 

 

 

 新たな目標と方策 

標準的居宅サービス利用者数等をもとに求めたサービス量の見込みは、表 2

のとおりです。在宅生活に必要なサービスであることから、今後も増加を見込

んでいます。 

 

  表 2 サービス量の見込み（特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売）                    

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

サービス見込量 (件) 252 300 336 

 居宅介護サービス 180 192 204 

介護予防サービス 72 108 132 
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（13）居宅介護住宅改修・介護予防居宅介護住宅改修  

 

 実績と評価 

居宅の要支援および要介護者が行う住宅改修で、手すりの取付け、段差の解

消、滑り防止などのための床または通路面の材料の変更、引き戸等への扉の取

り替え、洋式便器等への便器の取替え、その他これら各工事に伴う必要な工事

に限定して支給されます。 

住宅改修は、今後も一定程度の需要が見込まれ、また在宅生活を続けるうえ

で重要なサービスの一つとなっていますので、利用実績も計画値を上回る形と

なりました。 

 

  表 1 利用実績（居宅介護住宅改修・介護予防居宅介護住宅改修） 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

サービス量   (件) 203 258 262 

 居宅介護サービス 134 133 162 

介護予防サービス 69 125 100 

 

 

 新たな目標と方策 

住宅改修は、在宅生活を継続するために重要なサービスの一つであることか

ら、今後とも増加を見込んでいます。 

住宅改修について、適切なサービスが提供できるよう、地域包括支援センタ

ー（高齢者支援センター）や居宅介護支援専門員（ケアマネジャー）、事業者

などと連携を図っていきます。 

 

 表 2 サービス量の見込み（居宅介護住宅改修・介護予防居宅介護住宅改修） 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

サービス見込量  (件) 276 300 324 

 居宅介護サービス 144 156 168 

 介護予防サービス 132 144 156 
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（14）居宅介護支援・介護予防支援  

 

 実績と評価 

居宅介護支援および介護予防支援は、要介護者等が依頼した指定居宅介護支

援事業者が介護（予防）サービス計画の作成やサービス事業者との利用調整を

行うサービスです。 

 

  表１ 利用実績（居宅介護支援・介護予防支援） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 203 249 265 

要 支 援 2 128 127 127 

要 介 護 1 247 284 334 

要 介 護 2 222 205 193 

要 介 護 3 99 104 109 

要 介 護 4 38 36 34 

要 介 護 5 33 35 37 

計 970 1,040 1,099 

年
間
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 2,430 2,984 3,175 

要 支 援 2 1,531 1,528 1,525 

要 介 護 1 2,958 3,409 4,010 

要 介 護 2 2,658 2,464 2,321 

要 介 護 3 1,190 1,243 1,312 

要 介 護 4 455 430 411 

要 介 護 5 400 422 446 

合   計 11,622 12,480 13,200 
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 新たな目標と方策 

高齢化の進展に伴い認定者数も年々増えており、標準的居宅サービス利用者

数の伸びが予想され、標準的居宅サービス利用者数等により求めたサービス量

の見込みは、表 2のとおりです。 

現在、市内 7 事業者のほかに市外からも多数の事業者により、サービスが提

供されていますが、今後は認定者数の増加に伴い、ケアマネジャーの不足が懸

念されています。介護保険施設等の整備にあたっては、事業者との連携により、

居宅介護支援事業所の確保を図っていきます。 

 

表 2 サービス量の見込み（居宅介護支援・介護予防支援） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 298 333 369 

要 支 援 2 130 132 134 

要 介 護 1 350 360 370 

要 介 護 2 210 225 250 

要 介 護 3 121 132 145 

要 介 護 4 42 45 49 

要 介 護 5 45 48 52 

計 1,196 1,275 1,369 

年
間
必
要
サ
ー
ビ
ス
量
（
回
） 

要 支 援 1 3,576 3,996 4,428 

要 支 援 2 1,560 1,584 1,608 

要 介 護 1 4,200 4,320 4,440 

要 介 護 2 2,520 2,700 3,000 

要 介 護 3 1,452 1,584 1,740 

要 介 護 4 504 540 588 

要 介 護 5 540 576 624 

合   計 14,352 15,300 16,428 
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３ 地域密着型サービス  

 

３．１ 地域密着型サービス  

 

地域密着型介護サービスおよび地域密着型介護予防サービスは、平成 17 年

の介護保険制度の改正に合わせて創設されたサービスです。サービスの種類は、

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護（予防）、小規模多機能型居宅介

護（予防）、認知症対応型共同生活介護（予防）、地域密着型特定施設入居者生

活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護です。 

これに平成 23 年 6 月の介護保険法改正により、24 時間定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、複合型サービスが創設され、サービスの種類が加わりました。 

北広島市では現在、認知症対応型通所介護（予防）3 か所、小規模多機能型

居宅介護（予防）1 か所、認知症対応型共同生活介護（予防）7 か所のサービ

スが提供されています。 

高齢者が中重度の要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた自宅または

地域で生活を継続できるよう、日常の生活圏域内にサービス提供の拠点をおき、

24 時間体制で要介護者を支えるためのものです。 

第 5 期計画では、小規模多機能型居宅介護（予防）2 か所、認知症対応型共

同生活介護（予防）2 ユニット 2 か所を計画し、住み慣れた地域での生活を支

えていきます。 

また、その他の地域密着型サービス事業所については、事業者からの開設意

向があった場合に「地域密着型サービス等運営委員会」の意見を聴いて検討し

ます。  
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（１）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護  

 

 実績と評価 

認知症の症状がある要介護者が、できるだけ居宅で能力に応じ自立した日常

生活を営めるよう、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、通所介護施設

（デイサービスセンター）などの施設に通って食事をしたり、お風呂に入った

り、機能訓練をすることができるサービスです。 

 

  表 1 利用実績（認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 1 0 0 

要 介 護 1 19 19 20 

要 介 護 2 9 12 14 

要 介 護 3 8 11 13 

要 介 護 4 4 3 3 

要 介 護 5 1 3 3 

合   計 42 48 53 

 

 新たな目標と方策 

給付実績等により求めたサービス量の見込みは、表２のとおりです。 

認知症の人が増えていくことが予想されるため、今後利用者の増加を見込ん

でいます。 

 

  表 2 サービス量の見込み（認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 1 1 

要 支 援 2 0 0 0 

要 介 護 1 18 19 20 

要 介 護 2 14 15 15 

要 介 護 3 12 13 15 

要 介 護 4 6 5 5 

要 介 護 5 4 4 4 

合   計 55 57 60 
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（２）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護  

 

 実績と評価 

「通い」を中心に、利用者の様態や希望、家族の事情などに応じて、随時「訪

問」や「泊まり」、「通所」を組み合わせて、柔軟にサービスを提供し、在宅生

活の継続を支援するサービスです。 

 

  表 1 利用実績（小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護） 

 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 1 1 

要 支 援 2 0 1 0 

要 介 護 1 8 12 14 

要 介 護 2 2 6 7 

要 介 護 3 5 1 1 

要 介 護 4 2 0 0 

要 介 護 5 0 0 0 

合   計 18 21 23 

 

 新たな目標と方策 

住み慣れた地域で安心して暮らすために必要なサービスであり、今後利用者の

増加が見込まれていることから、第 5 期計画では 2 か所整備し、利便性の向上を

図ります。 

 

  表 2 サービス量の見込み（小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護） 

 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 1 1 5 

要 支 援 2 0 2 3 

要 介 護 1 12 18 22 

要 介 護 2 9 17 23 

要 介 護 3 2 3 6 

要 介 護 4 0 0 0 

要 介 護 5 0 0 0 

合   計 24 41 59 
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（３）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護（グ

ループホーム）  

 

 実績と評価 

認知症の高齢者に対し、共同生活住居で家庭的な環境と地域住民との交流の

もと、入浴・排せつ・食事など日常生活の支援や機能訓練を受けるサービスで

す。現在 7 か所 135 人（15 ユニット）が運営されています。 

 

表 1 利用実績（認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護） 

 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 0 1 1 

要 介 護 1 16 28 34 

要 介 護 2 28 32 36 

要 介 護 3 33 33 34 

要 介 護 4 12 14 16 

要 介 護 5 9 

 

12 13 

合   計 98 120 134 

 

 新たな目標と方策 

サービス量の見込みは、表 2 のとおりです。認定者に占める認知症の割合が

増加しており、第 5 期計画では 2 か所（計 4 ユニット）増設を見込んでいます。 

表 2 サービス量の見込み（認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護） 

 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月
平
均
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数 

要 支 援 1 0 0 0 

要 支 援 2 1 1 1 

要 介 護 1 34 41 43 

要 介 護 2 34 41 43 

要 介 護 3 30 36 38 

要 介 護 4 17 21 21 

要 介 護 5 18 22 22 

合   計 134 162 168 
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４ 施設サービス  

 

４．１ 施設サービスの実績  

 

各施設別の利用実績は表 1 のとおりです。 

第 1 号被保険者に占める各施設の入所、入院の割合（出現率）についてはお

おむね横ばい状態です。 

 

表 1 施設サービスの実績 

                          （単位：人、％） 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

第 1 号 被 保 険 者  Ａ 12,951 13,353 13,631 

介 護 老 人 福 祉 施 設  Ｂ 128 123 136 

 出 現 率  （Ｂ／Ａ） 1.0 0.9 1.0 

介 護 老 人 保 健 施 設  Ｃ 115 119 115 

 出 現 率  （Ｃ／Ａ） 0.9 0.9 0.8 

介 護 療 養 型 医 療 施 設  Ｄ 63 62 61 

 出 現 率  （Ｄ／Ａ） 0.5 0.5 0.4 

合    計 ( Ｂ + Ｃ + Ｄ )   Ｅ 306 304 312 

 出 現 率  （Ｅ／Ａ） 2.4 2.3 2.3 
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４．２ 施設サービスの見込み  

 

人口推計を基に利用者数を見込むと、表 2 のとおりです。 

第 5 期計画では介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の開設を 1 か所見

込んでいます。 

 

  表２ 施設サービス利用者の見込み 

                          （単位：人、％） 

区     分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

第 1 号 被 保 険 者  Ａ 14,852 15,727 16,703 

介 護 老 人 福 祉 施 設  Ｂ 141 144 214 

 出 現 率  （Ｂ／Ａ） 0.9 0.9 1.3 

介 護 老 人 保 健 施 設  Ｃ 137 140 144 

 出 現 率  （Ｃ／Ａ） 0.9 0.9 0.9 

介護療養型医療施設  Ｄ 39 39 39 

 出 現 率  （Ｄ／Ａ） 0.3 0.2 0.2 

合   計 ( Ｂ + Ｃ + Ｄ )   Ｅ 317 323 397 

 出 現 率  （Ｅ／Ａ） 2.1 2.1 2.4 

 

 

表３ 市内介護保険施設の設置状況（平成 24 年 4 月 1 日の予定を含む） 

                      （単位：か所、床） 

区      分 施設数 ベッド数 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

（ 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム ） 
2 150 

介 護 老 人 保 健 施 設 

（ 老 人 保 健 施 設 ） 
2 190 

介 護 療 養 型 医 療 施 設 

（ 療 養 型 病 床 群 等 ） 
3 154 

合   計 7 494 
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（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  

 

 実績と評価 

食事や排せつなどで常時介護が必要で、居宅での生活が難しい要介護者が入

所する施設です。 

 

   表 1 利用実績（介護老人福祉施設） 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 128 123 136 

 

 

 新たな目標と方策 

給付実績を基に求めたサービス量の見込みは、表 2のとおりです。市内では、

現在 2 か所（150 床）があります。第 5 期計画では 1 か所（100 床）の増設を

見込んでおり、待機者の減少を図ります。 

 

   表２ サービス量の見込み（介護老人福祉施設） 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 141 144 214 

 

要 介 護 1 13 13 16 

要 介 護 2 14 14 22 

要 介 護 3 35 36 55 

要 介 護 4 40 41 62 

要 介 護 5 39 40 59 

※住所地特例対象施設 
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（２）介護老人保健施設（老人保健施設） 

  

 実績と評価 

病状が安定していて、リハビリや看護などが必要な要介護者が入所する施設

です。 

 

 表 1 利用実績（介護老人保健施設） 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 115 119 115 

 

 

 新たな目標と方策 

給付実績を基に求めたサービス量の見込みは、表 2のとおりです。市内では、

現在 1 か所（100 床）ですが、平成 24 年 4 月に 1 か所 90 床が介護療養型医療

施設から転換となります。 

 

表 2 サービス量の見込み（介護老人保健施設） 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 137 140 144 

 

要 介 護 1 17 17 18 

要 介 護 2 32 32 33 

要 介 護 3 37 38 38 

要 介 護 4 30 31 32 

要 介 護 5 21 22 23 

※住所地特例対象施設 
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（３）介護療養型医療施設（療養型病床群等）  

 

 実績と評価 

長期間にわたる療養が必要で、医学的な管理や介護が必要な要介護者が入所

する施設です。 

平成 23 年度をもって介護療養型医療施設は廃止される予定でしたが、健康

保険法の改正により 6 年間延長されることとなりました。 

  

  表 1 利用実績（介護療養型医療施設） 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 63 62 61 

 

 

 新たな目標と方策 

給付実績を基に求めたサービス量の見込みは、表 2のとおりです。市内には、

現在 3 か所（274 床）がありますが、平成 24 年 4 月から 120 床（うち 90 床が

介護老人保健施設へ転換）が減少し、154 床となります。 

   

 表２ サービス量の見込み（介護療養型医療施設） 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 39 39 39 

 

要 介 護 1 0 0 0 

要 介 護 2 3 3 3 

要 介 護 3 3 3 3 

要 介 護 4 7 7 7 

要 介 護 5 26 26 26 

※住所地特例対象施設 
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５ 介護給付見込み量確保の方策  

 

 

介護給付サービスの見込み量を確保するため、民間事業者による適切なサー

ビスの提供を進めます。 

 

 

５．１ 地域密着型介護給付サービス  

地域密着型介護給付サービスについては、本計画中に認知症対応型共同生活介

護（グループホーム）2 ユニットを 2 か所、小規模多機能型居宅介護施設を 2 か

所公募し、「地域密着型サービス等運営委員会」において、事業者の選考を実施し

ます。事業者の選考にあたっては、審査基準を設定したうえで、審査基準を満た

す事業者が出現しない場合には、再募集などの方法により、良質なサービス提供

事業所の確保を目指します。 

また、その他の地域密着型介護給付サービスについては、事業者からの開設意

向があった場合に「地域密着型サービス等運営委員会」において、慎重に審査し

ます。 

平成 23 年 6 月の介護保険法改正により創設された新たな地域密着型サービス

（24 時間定期巡回随時対応型訪問介護看護、複合型サービス）については、開設

に向け事業者との連携を図ります。 

 

 

５．２ 地域密着型以外の介護給付サービス  

地域密着型以外の介護給付サービスについては、既存のサービス事業者の事

業拡大や提供サービスの多様化によって、供給量は確保できると見込んでいま

す。 

 

 

５．３ 特定施設入所者生活介護  

現在市内にケアハウス 1 か所（50 床）、混合型施設 2 か所（75 床）、介護専

用型施設 1 か所（50 床）があります。 

市内における需要は満たしていることから、第 5期計画においては、新たな

整備は見込んでいません。 

 

 

５．４ 介護保険施設  

市内における介護保険施設のベッド数は 494 床（特養－150 床、老健－190

床、療養型－154 床）を有しています。 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）には、慢性的に大量の待機者がお
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り、重度化の傾向にあることから、第 5 期計画では 1 か所（100 床）整備し、

待機者の減少を図ります。 

事業者の選考にあたっては、公平性を確保する観点から「（仮称）北広島市介

護保険施設事業者選考委員会」を設置し、地域密着型サービス事業と同様に審

査基準を設定したうえで、審査基準を満たす事業者が出現しない場合には、再

募集などの方法により、良質なサービス提供事業所の確保を目指します。 

詳細な募集要領は別途作成しますが、当該介護老人福祉施設（特別養護老人

ホーム）には、市内で充足できていない短期入所生活介護事業所（20 床）およ

び居宅介護支援事業所を併設することを条件とします。 

なお、介護老人保健施設については、入所待機者が比較的少ないうえ、介護

老人福祉施設（特別養護老人ホーム）を整備することにより、その入所待機の

ための入所者が転移し、真に介護老人保健施設が必要な要介護者が利用しやす

くなることが見込まれるので、新設は行わないものとします。 
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６ 介護保険市特別給付  

 

市独自事業として、利用者負担の軽減やサービス枠の拡大を行い、利用促進

を図ります。 

 

 

６．１ 夜間等訪問介護利用促進事業  

 

訪問介護で、夜間・早朝・深夜に利用している利用者に係る加算分の利用者

負担額に対する助成 

 

（１）対象者  

夜間・早朝・深夜に利用している要介護 1 以上の被保険者 

 

（２）助成額  

① 夜間 25％の加算分 

② 早朝 25％の加算分 

③ 深夜 50％の加算分 

 

（３）助成事業所  

すべての訪問介護事業所 
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６．２ 通所系サービス利用促進事業 

 

通所介護(認知症対応型通所介護含む)・通所リハビリテーションの利用者に

対する軽減 

 

（１）対象者  

① 市町村民税世帯非課税である老齢福祉年金受給者 

② 利用者負担が減額されなければ生活保護受給者となる人 

③ 市長が必要と認める人 

【次のすべてを満たす人】 

・ 年間収入が単身世帯で 150 万円、世帯員が１人増えるごとに 50 万円を加

算した額以下であること 

・ 預貯金等の額が単身世帯で 350 万円、世帯員が１人増えるごとに 100 万円

を加算した額以下であること 

・ 世帯が居住用資産以外に利用できる資産を所有していないこと 

・ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと 

・ 介護保険料を滞納していないこと 

 

（２）助成額  

① (1)の①に該当する場合は、利用者負担額(1割自己負担額+食費)の額の1/2

とします。なお、1/2 に対する負担割合は、市が 1/4、事業所が 1/4 とします。 

② (1)の②および③に該当する場合は、利用者負担額(1 割自己負担額+食費)

の額の 1/4 とします。なお、1/4 に対する負担割合は、市が 1/8、事業所が 1/8

とします。 

 

（３）助成事業所  

① 通所介護事業所 

② 通所リハビリテーション事業所 

③ 認知症対応型通所介護事業所 

④ 介護予防通所介護事業所 

⑤ 介護予防通所リハビリテーション事業所 

⑥ 介護予防認知症対応型通所介護事業所 
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６．３ 介護予防訪問介護支援事業  

 

平成 17 年の介護保険法改正により、軽度者の訪問介護の時間が一律に制限

されたことによる弊害を解消するため、サービス枠の拡大を行います。 

 

（１）対象者  

要支援 1・2 の認定者で、市が認めた人 

 

（２）実施内容 

 

① 介護予防訪問介護（Ⅰ） 

   週 1 回程度の利用が必要な場合→現行 1,234 単位／月 

               独自 1,650 単位／月 

                            （差額 416 単位／月） 

 

 ② 介護予防訪問介護（Ⅱ） 

   週 2 回程度の利用が必要な場合→現行 2,468 単位／月 

                  独自 3,300 単位／月 

                                （差額 832 単位／月） 

 

③ 介護予防訪問介護（Ⅲ） 

（Ⅱ）を超える利用が必要な場合→現行 4,010 単位／月 

                   独自 5,258 単位／月 

                              （差額 1,248 単位／月） 
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６．４ 介護予防通所介護支援事業  

 

平成 17 年の介護保険法改正により、軽度者の通所介護等の回数が一律に制

限されたことによる弊害を解消するため、サービス枠の拡大を行います。 

 

（１）対象者  

要支援 1・2 の認定者で、市が認めた人 

 

（２）実施内容 

 

① 介護予防通所介護 

要支援 1→現行 2,226 単位／月     

独自 3,339 単位／月 

（差額 1,113 単位／月） 

要支援 2→現行 4,353 単位／月     

        独自 5,466 単位／月 

（差額 1,113 単位／月） 

 

② 介護予防通所リハビリテーション費 

   要支援 1→現行 2,496 単位／月 

 独自 3,744 単位／月 

（差額 1,248 単位／月） 

   要支援 2→現行 4,880 単位／月 

 独自 6,128 単位／月 

（差額 1,248 単位／月） 
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７ 介護保険料所得段階の設定および市独自減免制度の実施  

 

７．１ 介護保険料所得段階設定の見直し  

 

保険料所得段階の設定については、所得の低い人への対応、市民税課税層へ

のきめ細かな対応の観点から次の施策を実施します。 

 

（１）低所得者層に配慮した軽減第４段階（基準額×0.875）を継続するととも

に、より一層低所得者の軽減を図るため軽減第３段階（基準額×0.625）

を設定します。 

（２）市民税課税層の所得段階については、負担能力によりさらに細分化し、合

計所得金額が 350 万円以上 500 万円未満の人には、新たな保険料率（基準

額×1.65）を設定します。 

 

 

７．２ 介護保険料市独自減免制度の実施  

 

社会(経済)情勢の変化による高齢者世帯への影響や、個々の世帯事情により

軽減の必要がある人への配慮として、第 1 段階の保険料まで減額する市独自減

免制度を継続します。 

  

＜介護保険料市独自減免の対象者＞ 

 

【次のすべてを満たす人】 

 

   ・年間収入が単身世帯で 100 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 50 万円を加算

した額以下であること 

 

   ・世帯全員の預貯金の合計額が 350 万円以下であること 

 

・世帯が居住用資産以外に利用できる資産を所有していないこと 

  



88 

８ 低所得者対策  

 

８．１ 介護保険利用者の軽減対策   

 

（１）社会福祉法人による利用者負担軽減制度 

社会福祉法人では、社会福祉法人の社会的な役割などを勘案し、当該法人の

負担により（一部公的補助あり）、当該法人が提供する訪問介護、通所介護、

短期入所生活介護、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）のサービスに関

する利用者負担については、要件を満たす被保険者を対象に、利用者負担 10％

および食費（滞在費）の 1/4 を軽減しており、今後も引続き軽減対策を実施さ

れるよう関係機関と連携を図っていきます。 

 

    

  ＜社会福祉法人による利用者負担軽減の対象者＞ 

 

  【次のすべてを満たす人】 

 

   ・年間収入が単身世帯で 150 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 50 万円を加算

した額以下であること 

 

   ・預貯金等の額が単身世帯で 350 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 100 万円

を加算した額以下であること 

 

・世帯が居住用資産以外に利用できる資産を所有していないこと 

 

・負担能力のある親族等に扶養されていないこと 

 

・介護保険料を滞納していないこと 
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第３節 生活支援サービスの充実強化  

 

介護サービスだけでは対応できない高齢者の生活支援ニーズに対応するた

めのサービスの充実強化を図ります。 

 

１ おむつサービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

在宅で寝たきりの高齢者で常時紙おむつを使用している人を対象に、「紙お

むつ購入利用券」を交付し、紙おむつの購入費の一部を助成します。 

 

 実績と評価 

在宅での要介護高齢者等の増加に伴い、おむつの利用者が増加しています。

また、平成 22 年度から 1 年間の助成額を課税世帯 3 万円、非課税世帯 6 万円

に増額しました。 

 

 新たな目標と方策 

今後も紙おむつの利用者の増加が見込まれ、介護者の経済的、精神的負担を

軽減するため、事業を継続して実施します。 

 

〈見込み量〉 

 

 

 

  

区   分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 195 223 230 

区   分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 240 250 260 
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２ 在宅生活復帰支援事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

介護保険の認定を受け、介護保険施設に入所または病院に入院中の在宅生活

を目指す人で、自宅へ一時外泊したときに、介護保険の居宅サービスと同様の

サービス（福祉用具の購入や住宅改修費の支給などを除く）を受ける場合の利

用料を助成します。（個人負担 1 割） 

 

 実績と評価 

本人や家族にとって、自宅へ一時外泊の際に在宅サービスを利用することは、

在宅生活に向けての準備や不安の解消につながっています。 

 

 

 新たな目標と方策 

在宅生活へ安心して戻れるよう、引き続き支援します。 

  

〈見込み量〉 

 

 

 

  

区   分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 実 人 数 14 3 15 

利 用 延 べ 日 数 74 13 90 

区   分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 実 人 数 15 15 15 

利 用 延 べ 日 数 90 90 90 
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３ 家族介護慰労事業   【継 続】 

 

 事業の概要 

重度（要介護 4・5）に相当する在宅高齢者で、過去 1 年間に介護保険サービ

ス（年間 1 週間程度の利用を除く。）を受けなかった人を介護している家族を

対象に、介護に対する慰労として現金を贈呈します。  

 

 実績と評価 

介護保険サービスを利用せず、家族が介護していることに対する慰労金の支

給であることから、今後も継続していく必要があります。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

支 給 件 数 1 1 1 

 

 

 新たな目標と方策 

重度（要介護 4・5）に相当する要介護者を介護する家族の労をねぎらうため

のものであり、継続していきます。 

 

 <見込み量> 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

支 給 件 数 1 1 1 
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４ 高齢者保健福祉サービス 

 

４．１ 配食サービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

食事を作ることが困難な高齢者および障がい者に対し、夕食時に栄養バラン

スのとれた食事を自宅へ届けることで、利用者の安定した食生活を確保し、自

立した生活を送ることを支援するとともに、あわせて配達時に安否の確認を行

います。 

また、高血圧や糖尿病などで食事制限のある人には、「治療食」を提供しま

す。 

 

 実績と評価 

配食サービスは、利用者のニーズに合わせ週 7回（祝日含む、年末年始除く）

まで利用することができ、利用者負担金は 1 食 400 円です。 

また、利用者を対象に実施したアンケート調査の結果では、満足（25％）、

おおむね満足（55％）と全体で 80％が配食サービスに満足されています。 

 

 区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用 実 人 数 307 317 310 

 
一般食利用実人数 200 209 200 

治療食利用実人数 107 108 110 

実 施 回 数 週 7 回 週 7 回 週 7 回 

１ 人週平均配食数 4.18 4.05 3.97 

年 間 延 べ 配 食 数 43,490 46,323 47,500 
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 新たな目標と方策    

利用者のニーズや要望を取り入れながら、利用者の食生活の安定と自立した

生活を送ることの支援を継続していきます。 

また、配食サービスにより低栄養による免疫力の低下を防ぎ、高齢者が要介

護状態になることを予防するため、必要に応じ管理栄養士や保健師などが訪問

し栄養相談、指導を行います。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 実 人 数 320 330 340 

 
一般食利用実人数 205 210 215 

治療食利用実人数 115 120 125 

実 施 回 数 週 7 回 週 7 回 週 7 回 

１ 人週平均 配食数 4.15 4.20 4.25 

年 間 延 べ 配 食 数 53,950 57,870 61,880 
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４．２ 緊急通報システム  【継 続】 

 

 事業の概要 

ひとり暮らしの高齢者および重度身体障がい者に、北海道健康づくり財団へ

直結する緊急通報装置を貸与して、急病などに対応します。健康づくり財団へ

の通報により協力員が安否を確認し、緊急時には消防署が救援出動するもので

す。 

また、毎月 1 回利用者の安否確認電話サービスを行います。 

 

 実績と評価 

急病、事故等の緊急事態が発生したときに、迅速な救援体制をとることによ

り、高齢者等の生活不安の解消と生命の安全確保につながっています。 

新規の設置台数は増える傾向にありますが、今後も利用の普及、啓発に努め

ていきます。 

 

区  分 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

新 規設 置 数 23 28 30 

利 用世 帯 数 166 173 175 

 

 新たな目標と方策 

今後も、高齢化と核家族化に伴うひとり暮らしの高齢者の増加が予想されま

す。この制度にとって協力員確保の問題は重要であるため、地域での見守りや

支え合いの意識向上を図り、協力員の確保につなげていきます。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

新 規設 置 数 35 40 45 

利 用世 帯 数 185 190 195 
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４．３ 移送サービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

要介護 4 または要介護 5 の認定を受けた人、下肢または体幹機能の重度障が

い者で、移動に際し車いすやストレッチャーを利用し、ヘルパーの介助が必要

な人に対して、医療機関や心身障がい者総合相談所への送迎に民間事業者を活

用して行います。 

 

 実績と評価 

一般の交通機関の利用が困難な人の移動手段であり、利用回数が大きく増加

しています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

実 人 数 79 74 70 

実 施 延 べ 回 数 1,579 1,798 1,929 

 

 新たな目標と方策 

一般の交通機関の利用が困難な人に福祉車両を利用して医療機関等に通う

ための支援であり、在宅で自立した生活を維持していくために必要であること

から、継続して実施していきます。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

実 人 数 73 76 79 

実 施 延 べ 回 数 2,122 2,334 2,567 
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４．４ 移動制約者の移送の確保に向けて  【継 続】 

 

 事業の概要 

ＮＰＯ法人等によるボランティア輸送について、道路運送法の許可を得るた

めに必要な福祉有償運送運営協議会を設置し、公共交通機関により移動が困難

な要介護認定者、身体障がい者その他の移動制約者の移送の確保を図ります。 

    

 目標と方策 

福祉有償輸送の実施にあたっては、平成 18 年 4 月以降は運輸局の許可が必

要となり、非営利団体においては営業用の許可を受けない場合に、福祉有償運

送運営協議会での協議を経ることが義務づけられています。 

このため、移動制約者の移送体制の確保に向けて、この協議会を継続して設

置し、新規にサービスを開始する非営利団体について対応していきます。 

現在、北広島市を事業区域として 8 法人（平成 23 年度）が福祉有償運送を

実施しています。 
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４．５ テレホンサービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

ひとり暮らしの高齢者に対し、ボランティアが 1 日に 1～2 回、電話でコミ

ュニケーションを図り、あわせて安否確認を行います。 

 

 実績と評価 

担当のボランティアが継続して電話を掛けることでコミュニケーションが

図られ、ひとり暮らし高齢者の悩みや生活不安の解消につながるとともに、健

康状態の把握や安否確認ができます。 

利用者数は増えていませんが、コミュニケーションの少ないひとり暮らし高

齢者にとっては、人と会話することで元気に生活できる効果があり、必要なサ

ービスです。 

 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

今後も、効率的な事業を推進するため、制度の周知と利用者の拡大に努め、

ひとり暮らし高齢者の電話での安否確認、孤立化の防止を図ります。 

 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利用実人数 8 9 10 

 

 

  

区  分 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 

利用実人数 4 6 6 
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４．６ 除雪サービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

除雪作業が困難な高齢者および身体障がい者世帯で、市内に除雪を支援する

健康な親族のいない低所得の世帯に対し、ボランティア等の協力員が玄関から

公道までの通路部分の除雪を行います。 

 

 実績と評価 

高齢化が進み、除雪の援助を必要とする高齢者および障がい者が増えていま

す。 

町内会や関係機関との連携により事業の推進が図られていますが、除雪を行

うボランティアの確保に苦慮しており、不足する部分についてはシルバー人材

センターや地元事業者により実施しています。 

 

     

 

 

 

 新たな目標と方策 

今後は、地域福祉活動の推進の中で、市民や大学生等のボランティア活動な

どに参加を呼び掛け、除雪ボランティアの確保に努めながらサービスの提供を

行います。 

また、新たな除雪サービスのシステムについて、検討していきます。 

 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利用世帯数 310 320 330 

 

 

 

  

区  分 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 

利用世帯数 268 257 270 
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４．７ 融雪装置設置費補助事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

70 歳以上の高齢者世帯や重度の障がい者世帯に融雪装置（ロードヒーティン

グ）設置費用の一部を補助し、冬期間における高齢者等の生活の利便を図りま

す。 

 

 実績と評価 

融雪装置の設置により、生活不安の解消が図られています。 

補助の利用を促進するため制度の周知を図る必要はありますが、利用者の増

減は維持費等の社会情勢の変動に影響されます。  

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用世 帯 数 2 4 4 

 

 新たな目標と方策 

冬期間の精神的、身体的な負担の軽減と安全の確保のため、制度の周知を行

い、利用者の拡大を図ります。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用世 帯 数 5 5 5 
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４．８ 訪問理容サービス 【継 続】 

 

 事業の概要 

在宅で寝たきりの状態にあり、自力で理容店へ出向くことができない高齢者

および重度身体障がい者に対し、理容師が利用者宅を訪問して散髪を行います。 

 

 実績と評価 

訪問理容サービスは、在宅で寝たきりの状態にある人が容姿を整えることで、

心の安らぎを与えるサービスとなっています。 

なお、利用者数の増加に対応して、理容組合との連携による供給体制の確保

に努める必要があります。 

※高齢者以外の利用分を含みます。 

 

 新たな目標と方策 

今後、見込まれる利用者の増加に対応して、サービス供給体制を確保するた

めに理容組合との連携を促進します。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 50 55 60 

※高齢者以外の利用分を含みます。 

 

 

  

区  分 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 

利 用 者 数 48 44 50 
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４．９ 日常生活用具給付 【継 続】 

 

 事業の概要 

ひとり暮らしの高齢者に対し、電磁調理器、火災警報器、自動消火器を給付

し、また、電話回線を貸与し、居宅での生活を円滑に営めるよう支援します。 

 

 実績と評価 

電磁調理器については、所得に応じた自己負担を設定しています。 

火災警報器、自動消火器、老人用電話（電話回線のみ貸与）については、低

所得者が対象です。 

特に、電磁調理器は、調理中の火の消し忘れに対する事故防止や不安の軽減

が図られています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用 者 数 1 0 3 

 

 新たな目標と方策 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加が見込まれ、安心で安全な在

宅生活を営む上で日常生活用具の給付等は必要なことから、今後制度の周知と

普及に努め、利用者の拡大を図ります。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 8 8 8 
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第４節 高齢者ニーズに応じた住まいの確保  

 

高齢者が安心して生活するための住宅の確保、住宅のバリアフリー化など、

高齢者のニーズに応じた住まいの確保を推進します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅確保  

 

高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有

し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する賃貸住宅「サ

ービス付き高齢者向け住宅」の登録制度が厚生労働省および国土交通省により

創設されました。 

   市内におけるサービス付き高齢者向け住宅の確保は、適正なサービスの提供

と需要に見合った供給が図られることなどに留意していきます。 
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２ 自立援助住宅改修助成 【継 続】 

 

 事業の概要 

自立しているものの生活機能の低下があり、転倒の危険が心配される二次予

防事業対象者と認定された人が、手すりや段差解消などの住宅改修を行う際の

費用の一部を助成します。 

 

 実績と評価 

介護認定に至らない二次予防事業対象者等にとって、生活の支障となる段差

の解消や転倒防止のための手すり設置は、安全な行動範囲の拡大となり、日常

生活の改善につながっています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 14 3 5 

 

 新たな目標と方策 

介護保険サービスの対象とならない高齢者で、住宅改修を必要とする人への

支援は、地域包括支援センター（高齢者支援センター）の役割が重要であるこ

とから、今後も転倒による骨折を防ぐ等、間接的な介護予防事業として、住宅

改修業者や関係機関との連携を図りながら実施していきます。 

 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 10 10 10 
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３ 住宅改修支援事業   【継 続】 

 

 事業の概要 

介護保険の介護給付および予防給付における住宅改修を円滑に進めるため、

介護支援専門員（ケアマネジャー）業務のうち、介護報酬に対応していない住

宅改修の申請書に添付する理由書作成業務に対し手数料を支払います。 

  

 実績と評価 

住宅改修は、自宅での生活を継続するために有効であることから、増加傾向

にあります。これに伴い、利用者数が増えています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 93 101 102 

 

 新たな目標と方策 

住宅改修などで介護支援専門員（ケアマネジャー）の果たす役割が重要であ

ることから、引き続き助成を行い、住宅改修の円滑化に努めます。 

 

 <見込み量> 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 110 120 130 
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４ まちづくりの整備促進 【継 続】 

 

４．１ 居住環境の向上  

 

高齢者が住み慣れた地域社会の中で、より安心して生活を送ることができる

よう、居住環境の向上や住替えを支援するため、住宅に関する情報の提供や相

談に努めます。 

 

 

４．２ 公営住宅の整備  

 

市営住宅の建替えにあたっては、高齢者、障がい者が住み慣れた地域で生活

が続けられるよう安全や利便性など、環境に十分配慮した住宅の供給に努めま

す。 

共栄団地の建替えに際しては、段差を解消し高齢者の生活に配慮するなど、

ユニバーサルデザインを取り入れた住宅の建設を進めます。 

 

 

４．３ 空き地・空き家バンク制度  

 

土地の有効利用や家屋の再生を地域全体に広め、他の地域から市内への移住

や定住を促進し、地域の活性化を図ることを目的とした制度です。 

市内に空き地・空き家（今後、転居等で空き地、空き家となる予定の物件を

含む）を所有し、その物件を売りたい（貸したい）人と買いたい（借りたい）

人を結びつけます。 

空き地、空き家の情報を市に登録し、登録された物件情報を市のホームペー

ジなどで提供します。 

なお、情報提供後の交渉、契約などは、当事者同士で直接行います。 

 

 

４．４ 道路、交通環境の整備  

 

高齢者等が安全に活動し生活できるように、「北広島市福祉環境整備要綱」

に基づき、段差のない、傾斜、こう配の少ない歩道の整備を進めています。 

今後も、引き続き「北広島市福祉環境整備要綱」に基づき、人にやさしい道

路環境の整備に努めます。 
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第第５５章章  基基本本目目標標２２  地地域域支支ええ合合いい体体制制づづくくりり  

 

「基本目標１ 住み慣れた地域でのニーズに応じた切れ目ないサービスの

提供」を実現するための地域ケア体制の充実を図ります。 

 

第１節 地域ケア体制の充実 

 

地域包括支援センター（高齢者支援センター）が中心となり、二次予防事業

対象者が要介護状態等となることを予防するための介護予防ケアマネジメン

ト事業、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続できるよ

う支援する総合相談支援事業、高齢者が尊厳ある生活を維持できるよう必要な

支援を行う権利擁護事業、地域の多職種相互の協働等により連携して高齢者を

支援する包括的継続的ケアマネジメント事業を行います。 

 

１ 地域包括支援センター（高齢者支援センター） 【拡 充】 

 事業の概要 

高齢者やその家族が安心して地域で生活できるよう、医療、介護、福祉、生

活支援、住まいなどに関する相談や各種サービスの調整、介護予防の事業を通

して総合的に支援する機関として設置しています。 

市内 4 か所の地域包括支援センター（高齢者支援センター）に保健師、社会

福祉士、主任介護支援専門員を配置し、総合相談支援事業、権利擁護事業、介

護予防ケアマネジメント事業（二次予防事業対象者のケアマネジメント）、包

括的・継続的ケアマネジメント事業を行います。また、予防給付（要支援 1、2

に認定された人）のケアマネジメントを行う指定介護予防支援事業所の機能も

持っています。 
 

  



107 

 実績と評価 

地域包括支援センター（高齢者支援センター）は日々の業務や事業を通し、

高齢者の相談窓口として周知され、定着してきています。 

関係機関から相談につながることも増え、地域や高齢者が抱える課題の明確

化、共有化が図られてきています。 

今後要支援者の増加とともに、予防給付のケアマネジメント数の増加が予想

されます。居宅介護支援事業所への再委託件数も限られていることから、その

他の業務への影響が懸念されています。 
 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

設 置 か 所 数 4 4 4 

職 員 数 13 13 13 

予防給付ケアマネジメント 
年 間 延 べ 件 数 

3,783 4,256 4,800 

 

 新たな目標と方策 

地域包括支援センター（高齢者支援センター）の設置数は現状継続とします

が、北広島団地地区は日常生活圏域が 2圏域となっていますので、みなみ高齢

者支援センターについては 1 人増員します。 

予防給付のケアマネジメント数が増加しており、その他の業務に影響を及ぼ

すことが考えられ、動向を見て、増えている予防プランに対応する人員の必要

性について検討します。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

設 置 か 所 数 4 4 4 

職 員 数 13 13 14 

予防給付ケアマネジメント 

年 間 延 べ 件 数 
5,400 5,700 6,000 
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２ 総合相談支援事業  

 

２．１ 窓口・電話相談事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

窓口への来所、電話、訪問により、保健師、社会福祉士、栄養士が、高齢者

や家族の健康や生活、福祉、介護に関わる相談に応じます。 

 

 実績と評価 

高齢者の相談窓口が周知され、相談件数が年々増加しています。 

相談内容が多様化しているため、それぞれの職種が連携をしながら対応でき

る体制を整えています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

相 談延べ件数 5,151 4,573 4,600 

 

 新たな目標と方策 

多様化する相談内容に対応できるよう、関係機関との連携を強化していきま

す。 

市内 4 か所の地域包括支援センター（高齢者支援センター）との情報交換を

密にしながら、地域で必要な資源について考えていきます。 

様々な社会資源や事業につながるよう、相談窓口の周知を工夫していきます。 

 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

相 談延 べ件 数 4,600 4,700 4,800 
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２．２ 高齢者実態把握事業（旧 高齢者データバンク事業） 【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者の情報を一元的に管理し、市と地域包括支援センター（高齢者支援セ

ンター）が情報を共有することで、相談支援や介護、保健福祉サービスの迅速

で適切な対応につなげています。 

また、65 歳、75 歳になった人、北広島市に転入した 65 歳以上の人を対象に、

民生委員児童委員と連携を図りながら、高齢者生活実態調査（健康と生活に関

わる実態調査）を実施し、高齢者の健康と生活の状況を把握します。 
 

 実績と評価 

情報の共有化により、個々の高齢者の状況に応じた相談支援等の対応ができ、

効率的な支援につながっています。また、セキュリティシステムにより、個人

情報の管理も徹底して行っています。 

なお、平成 21 年度から、ふるさと雇用再生特別対策推進事業を活用し、高

齢者全戸（65 歳になった人、北広島市に転入した 65 歳以上の人を除く。）の生

活実態調査を実施しました。（平成 23 年度終了） 

今回の実態調査では、高齢者の困りごとを相談するきっかけとなり、介護保

険認定申請や必要な介護、福祉サービスの利用につながりました。 
     

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

高齢者実態調査件数 1,622 508 885 

ふるさと雇用再生特別対策

事業による実態調査件数 
5,002 4,582 1,263 

 

 新たな目標と方策 

地域包括支援センター（高齢者支援センター）と連携し、高齢者の実態把握

に努め、相談や介護の支援につながる情報を蓄積し、高齢者データバンクの充

実を図ります。 

今後も民生委員児童委員と連携し、高齢者生活実態調査を行い、情報を整備

しながら保健福祉サービスの利用につなげるなど、迅速で適切な対応を行いま

す。 
 

     

<見込み量> 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

高齢者実態調査件数 950 1,000 1,500 
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３ 地域ケア会議 【継 続】 

 事業の概要 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、福祉・医療の専門職、地域

住民（地域関係機関）が連携協力しながら、高齢者の生活を支えることを目的

として、市内の地域包括支援センター（高齢者支援センター）が、地域の人々

と地域の課題について話し合いをする会議を開催しています。市は各「地域ケ

ア会議｣を統括します。 

 

 実績と評価 

各地域包括支援センター（高齢者支援センター）が開催している地域ケア会

議では、住民参加型の地域づくりの実現のため、地域の課題を抽出し、解決方

法を検討するものとして、議論を重ねています。その中で、関係機関相互の理

解が進み、地域の横のつながりができつつあります。 

全体会は、地域福祉シンポジウムと目的が合致していることから、平成 21・

22 年度は合同開催とし、一般市民も参加対象としたため、地域ケア会議を広く

紹介できる良い機会となりました。 

平成 23 年度は各地域ケア会議出席者に対して、地域包括ケアの実現に向け

て考え方や進め方について講演会を開催しました。 

 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

連 絡 会 議 実 施 回 数 2 1 2 

全 体 会 
参 加 者 数 150 184 61 

実 施 回 数 1 1 1 

  ※連絡会議：各地区の地域ケア会議運営状況や課題を把握し、地域ケア会議の円滑な推進について検討します。

※全体会 ：各地区の地域ケア会議相互の情報交換や研修を行います。 

 

地区 担当  平成 21 年度（実績） 平成 22年度（実績）  平成 23 年度（見込み） 

東部 
ひがし 
きた 

実 施 回 数 4 4 4 

構成員/出席者数 12 人/30 人 13 人/37 人 14 人/46 人 

内   容 

ひとり暮らし高齢者の見守り、身体的・経済的負担
による外出制限、除雪に関すること、医療機関に関す
ることを中心に、様々な意見と課題が出されています。
すぐに解決できるものなどの整理をし、今後も地域の
課題に関心を持ち、話し合いを進めます。 

西の里 きた 

実 施 回 数 5 5 4 

構成員/出席者数 18 人/67 人 16 人/51 人 16 人/46 人 

内   容 

会議の方向性と進め方のビジョンを持ち、住民と協
働し地域課題を洗い出し、できるだけ協働する事項を
明確にするよう進めています。 
平成 23 年度は、ゴミに関する困りごとなどの身近な

問題や、地域のつながりに関することまで、様々な意
見交流をしています。 
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北広島 
団地 みなみ 

実 施 回 数 4 3 2 

構成員/出席者数 11 人/37 人 11 人/21 人 10 人/13 人 

内   容 

平成 21 年度から「北広島団地住民意向アンケート調
査結果」（北海道北方建築総合研究所）をもとに、団地
地区の課題を、「孤立」関係の希薄などに対する取組み、
買い物の不便さへの取組み、地域づくりへの姿勢につ
いて、の 3 つに整理し進めてきました。 
「出来ることから取り組もう」という考えの基に、

団地内の十数か所にベンチ設置し、効果を検証中です。 

大曲 
西部 

にし 

実 施 回 数 5 4 5 

構成員/出席者数 29 人/109 人 25 人/94 人 24 人/110 人 

内   容 

平成 23 年度は、北海道の「地域支え合い体制づくり
事業」の地域ケア会議の先行モデル事業として実施し、
北海道の「安心して暮らせる地域づくりガイドブック」
に基づき、話合いを行っています。 
課題解決のポイントとして、①地域の個人が自分の

役割を果たすこと、②人との交流意識の醸成、③特技
や趣味を生かした活動 などが挙げられています。 
今後、今まで話し合われた内容をまとめて、少しで

も具体的に課題解決が図れる活動に発展できるよう
に、努めていくこととしています。 

 

 新たな目標と方策 

地域づくりの推進には、地域資源を活用した取組みは欠かせないものであり、

地域住民や関係機関等と知恵を出し、工夫することで、高齢者が安心して暮ら

せる地域づくりにつながっていきます。 

地域ケア会議では、地域包括ケアシステムの実現に向け、参加の地域住民や

関係機関の連携と協力のもとに、行政が基盤整備していくものと地域の取組み

としていくものなど、協働体制を検討し、地域づくりを進めていきます。 

各地域包括支援センター（高齢者支援センター）は、地域包括ケアシステム

の実現に向けて、各地区の特徴に合わせた会議のあり方を検討し、地域ケア会

議を開催します。 

 

〈見込み量〉 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

連 絡 会 議 実 施 回 数 2 2 2 

全 体 会 
参 加 人 数 150 150 150 

実 施 回 数 1 1 1 
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４ 地域福祉シンポジウム 【地域ケア会議へ統合】 

 

 事業の概要 

社会福祉協議会、介護者支援団体と共催し、市民を対象に、高齢になっても

住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすための地域づくりについて考え

るシンポジウムを開催します。 

 

 実績と評価 

身近な地域課題をテーマにすることで、市民の関心と参加意欲を高めること

ができました。 

地域ケア会議全体会と目的が合致していることから、平成 21・22 年度は地

域ケア会議全体会と合同開催とし、平成 23 年度からは地域ケア会議全体会へ

統合して開催しました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

開 催 回 数 1 1 1 

参 加 者 数 150 184 61 

      

 新たな目標と方策 

地域ケア会議全体会へ統合し、住み慣れた地域で安心していきいきと暮らす

ための地域づくりについて考えるとともに、地域課題の把握と情報提供により、

身近な活動への参加意欲向上と地域力向上につながることを目指します。 
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５ 介護サービス団体支援 【継 続】 

 

 事業の概要 

介護保険制度の円滑な運営のための体制づくり、地域の支え合い、住みよい

地域づくりを目指し、介護サービスに関わる事業所や介護施設等が相互連携を

し、サービス内容の充実、従事者の資質向上を図るために、介護サービス事業

所等が複数加入する組織団体を支援します。 

 

 実績と評価 

市内のほとんどの事業所が会員となっている「北広島市介護サービス連絡協

議会」へ介護保険制度等に関わる情報交換や行政からの説明を行い、事業所の

実態把握、サービス内容等の情報共有、研修を共催で行いました。 

 

区   分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

共 催 研 修 回 数 8 7 7 

 

 新たな目標と方策 

介護サービスに関わる事業所や介護施設等が相互連携を図り、行政と民間が

一体となってサービス内容の充実、従事者の資質の向上を図るために情報交換

や行政説明を行うとともに、事業所の実態把握、サービス内容等の情報共有、

研修の一部を共催で実施していきます。 
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第２節 認知症高齢者支援体制の充実 

 

認知症高齢者を支える担い手（人材、団体）の育成支援、関係機関とのネッ

トワーク強化、地域包括支援センター（高齢者支援センター）および地域ケア

会議の充実により、認知症高齢者の早期発見、ケア、見守りの支援体制の充実

を図ります。 

 

１ 認知症高齢者支え合い事業 【拡 大】 

 

 事業の概要 

認知症支え合い員（ボランティア）が、認知症の人の自宅に伺い、見守りな

がら話し相手となることで、生活の安定と、家族の介護負担軽減を目的とした

事業です。 

   

 実績と評価 

利用希望者は増加していますが、訪問できる支え合い員が少なく、利用待機

となったケースがありました。 

平成 23 年度には支え合い員養成講座を開催し、利用希望に対応できるよう

支え合い員を増員しました。 

利用者が意欲的になったり、笑顔が見られたりと生活の安定が見られていま

す。また、家族も支え合い員の訪問時間に外出や休息をとるなど介護負担の軽

減が図られました。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利 用 者 数 8 11 15 

訪 問 延 べ 回 数 82 203 270 

支え合い員養成講座数 0 0 
1 

（5 日 1 コース） 

登 録 支 え 合 い 員 数 22 19 30 

フォローアップ講座数 2 2 4 
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 新たな目標と方策 

支え合い活動の拠点を整備し、コーディネーターを配置することにより、支

え合い員が活動しやすい環境づくりや事業の充実に努めます。 

利用希望等の動向を踏まえながら、支え合い員を増員します。また、支え合

い員のフォローアップ講座を行い、資質の向上に努めます。 

 

 〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 15 18 21 

訪 問 延 べ 回 数 300 360 420 

支 え 合 い 員 養 成 講 座 数 1 1 1 

延 べ 支 え 合 い 員 数 40 50 60 

フォローアップ講座数 3 3 3 
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２ 家族支援事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

介護者家族を対象に介護知識、技術の習得や介護者交流を通して、心身の介

護負担の軽減、孤独感の解消を図るための支援を行います。 

特に認知症高齢者の介護者家族を対象に「認知症高齢者を介護する家族のた

めの講座」（3回コース）を開催し、認知症を正しく理解し、対応方法等の知識、

技術を習得するための支援も行います。 

 

 実績と評価 

各地域包括支援センター（高齢者支援センター）と連携し、身近な地域で行

われている家族支援事業等への参加や自主的な交流活動に発展してきていま

す。 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

介護と上手に 

つきあう講座 

実 施 回 数 3 3 3 

参 加 者 数 42 47 36 

介 護 す る 

家族のつどい 

実 施 回 数 2 2 2 

参 加 者 数 17 25 25 

認知症高齢者を介護する 

家族のための講座 

実 施 回 数 

（1 コース 3 回） 
1 1 1 

参 加 者 数 39 26 41 

 

 新たな目標と方策 

今後も介護する家族を対象に介護知識、技術の習得や介護者交流を通して、

心身の介護負担の軽減、孤独感の解消を図るための支援を行います。 

各地域包括支援センター（高齢者支援センター）で行われている家族支援事

業と連携、協力し事業を実施します。 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護と上手に 

つきあう講座 

実 施 回 数 3 3 3 

参 加 者 数 40 40 40 

介 護 す る 

家族のつどい 

実 施 回 数 2 2 2 

参 加 者 数 30 30 30 

認知症高齢者を介護する 

家族のための講座 

実 施 回 数 

（1 コース 3 回） 
1 1 1 

参 加 者 数 35 35 35 
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３ 認知症啓発団体支援事業   【継 続】 

 

 事業の概要 

市民が認知症についての正しい知識や対応方法について理解することを目

的に、市内で啓発活動をしている団体を支援します。 

 

 実績と評価 

市は、厚生労働省が推進している「認知症サポーター100 万人キャラバン」

に基づいた自主団体「北広島市キャラバン・メイト」の事務局を担っています。

地区社会福祉委員会や町内会・小中学校・市職員などに「北広島市キャラバン・

メイト」が講師となり、認知症サポーター養成講座を開催しました。 

サポーター養成数累計：2,358 人（平成 23 年 8 月 31 日現在） 

 

区   分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

講 座 回 数 17 13 10 

サポーター養成数 773 315 350 

運営委員会開催数 2 1 2 

全 体 会 開 催 数 2 1 2 

＊ 運営委員会：北広島市キャラバンメイト代表者数名と事務局が、全体会での協議事項について

取りまとめを行います。 

＊ 全体会：北広島市キャラバンメイト全体の会議。認知症サポーター養成講座の報告や活動につ

いて協議を行います。 

 

 新たな目標と方策 

北広島市キャラバン・メイトの活動に対して、継続して支援します。 

 

  〈見込み量〉 

区   分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

講 座 回 数 10 10 10 

サポーター養成数 300 300 300 

運営委員会開催数 2 2 2 

全 体 会 開 催 数 2 2 2 
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４ 認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク  【継 続】 

 

 事業の概要 

徘徊（はいかい）などにより行方不明になった高齢者等を保護するため、警

察、市、事業所などの関係機関が連携し捜索するネットワークです。 

 

 実績と評価 

要請のあった高齢者等については、警察を中心に迅速な対応が行われたこと

により無事保護されましたが、できるだけ初期段階からネットワークを利用さ

れるよう、周知を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

※平成 22 年度に市内関係機関により設置され、活動しています。 

 

 新たな目標と方策 

関係協力機関を増やすとともに、より一層の連携を図り、ネットワークを強

化します。 

また、適切な利用のための周知を強化します。  

 

 

  

区  分 平成 22 年度 平成 23 年度 

捜 索 件 数 8 10 
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５ 石狩南部ＳＯＳネットワーク 【継 続】  

 

 事業の概要 

徘徊（はいかい）などにより行方不明になった高齢者を保護するため、千歳

保健所が主体となって、警察、市、保健所などの関係機関が連携し捜索する広

域ネットワークです。 

 

 実績と評価 

現在、ネットワークとして機能していないことから、千歳保健所が主体とな

り、ネットワークの再構築を検討しています。 

 

 新たな目標と方策 

千歳保健所が主体で警察署、市、保健所などの関係機関が連携し、徘徊など

により行方不明となった高齢者を広域で捜索する体制を整えます。 
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６ 地域見守り事業 【新 規】 

 

 事業の概要 

 

ひとり暮らし高齢者の増加に伴い、孤立死する高齢者が発生していることか

ら、介護事業者、郵便局、配食サービス事業者、新聞販売店その他高齢者の自

宅に訪問する民間事業者など幅広いネットワークを活用し、高齢者の生活に異

変があった場合に市などの関係機関に連絡し、事故防止に取り組みます。 

 

 

 新たな目標と方策 

 

今後は、協力機関の拡大に向け、自治会や町内会等への事業普及や取組み支

援を強化していきます。 
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７ いどころ発信システム助成事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

認知症などにより、徘徊（はいかい）の見られる高齢者を在宅で介護する人

に、徘徊された人の居場所を発見できる発信機（位置情報を確認できる検索シ

ステム）を導入する際の初期費用等の一部を助成する事業です。   

 

 実績と評価 

徘徊するおそれのある認知症の高齢者を介護する家族にとっては、いどころ

発信システムの導入が不安の解消につながるとともに、早期発見、保護が可能

になり事故を未然に防ぐことができるようになりました。 

   

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

広報紙等を通して、制度の周知、普及に努め、利用者の拡大を図ります。 

 

  〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

助 成 件 数 5 5 5 

 

 

 

 

 

  

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

助 成 件 数 1 2 5 
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第３節 権利擁護の推進や高齢者虐待防止  

 

高齢者の意思、自己決定を尊重した成年後見制度および日常生活自立支援事

業の活用促進や高齢者に対する虐待の防止事業に取り組み、高齢者が尊厳をも

って生活できるよう支援します。 

 

１ 成年後見制度利用支援事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

認知症、精神障がい、知的障がいなどの理由で判断能力が不十分な高齢者や

障がい者を対象に、権利擁護および尊厳ある暮らしの維持を目的に、成年後見

制度の適切な利用に向けた支援を行います。 

なお、身寄りがなく経済的な理由で申請できない高齢者や虐待を受けている

高齢者に対しても、成年後見制度における市長申立てを行い、高齢者の権利な

どの保護を図ります。 

 

 実績と評価 

相談件数も増加しており、市の相談窓口や制度の周知効果があります。 

また、身寄りのない認知症高齢者や障がい者に対し、市長による後見や保佐

申立てを行い、成年後見制度利用支援事業の適切な運用を図っています。 

権利擁護の相談支援に必要な成年後見制度や日常生活自立支援事業の知識

を習得し、適切な支援が図れるよう、関係機関と連携しています。 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

相 談延べ件数 40 80 80 

市長申立て件数 1 1 2 

 

 新たな目標と方策 

成年後見制度利用支援事業については、国の制度に基づいた適切な運用をし

ます。 

また、日常生活自立支援事業の相談窓口である社会福祉協議会や悪徳商法被

害の相談支援を行う消費者協会（消費生活相談）との連携を図ります。 

今後、認知症高齢者の増加に伴い、市民後見人の育成活用について検討を図

ります。 

    〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

相 談延 べ件 数 80 90 100 

市長申立て件数 2 2 2 
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２ 高齢者虐待防止ネットワーク事業   【継 続】 

 

 事業の概要 

家庭や施設内における高齢者虐待の防止、早期発見、早期対応を図るため、

高齢者虐待防止ネットワーク事業を推進します。 

   内容 ①相談活動：相談窓口の設置と対応 
②ネットワーク事業の運営：高齢者虐待防止事業推進連絡会議の開催 
③研修等による資質向上：高齢者虐待防止研修会の開催 
④周知活動：高齢者虐待防止に関する窓口周知・啓蒙活動 
 

 実績と評価 

高齢者虐待防止事業推進連絡会議や専門職研修等の開催、相談対応マニュア

ルの配布と見直し、その他の周知活動等を通して、相談窓口が周知されるとと

もに、高齢者虐待防止に関する理解も深まり、高齢者虐待防止ネットワークが

構築されてきています。 

 

区    分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

相 談 件 数 
相 談 件 数  22 19 20 

虐待認定件数 6 7 5 

虐 待 防 止 
事 業 推 進 
連 絡 会 議 

実 施 回 数  1 
0 

※開催時期調整のため 
1 

研 修 会 
参 加 人 数  66 73 80 

実 施 回 数  2 2 2 

※虐待防止事業推進連絡会議：高齢者虐待防止と早期発見・早期対応について理解を深め、各関係機関や関係

団体との連携を図る会議です。 

 

 新たな目標と方策 

今後も継続的な事業推進と周知活動により、高齢者虐待の防止と早期発見、

早期対応に向けた取組みが必要です。また、緊急時の迅速、円滑な支援のため、

より一層関係機関との連携協力が必要です。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

相 談 件 数 
相 談 件 数 20 20 20 

虐待認定件数 6 6 6 

虐 待 防 止 
事 業 推 進 
連 絡 会 議 

実 施 回 数 1 1 1 

研 修 会 
参 加 人 数 80 80 80 

実 施 回 数 2 2 2 
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第第６６章章  基基本本目目標標３３  高高齢齢者者のの社社会会参参加加のの促促進進  

 

高齢者の社会参加を通じた生きがいづくりや自己実現につながる取組みを

推進します。 

こうした機会や情報を提供し、高齢者の社会参加を促すことにより、健康づ

くりや要介護状態の防止につなげていきます。 

 

第１節 健康で自由な余暇、趣味活動の充実 

 

１ 老人クラブ活動の充実 【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者の生きがいや健康づくりを推進するため、高齢者の知識や経験を生か

した活動を行う老人クラブ連合会等の事業に要する経費の一部を助成します。 

また、新たに創設されるクラブには、初度備品を貸与します。 

 

 実績と評価 

高齢化が進む中、元気で生活するために生きがいづくりや健康づくりはます

ます重要になってきています。また、閉じこもりにならないよう高齢者の社会

参加が必要であり、老人クラブの活動はその一翼を担っています。 

しかしながら、加入率が低く、60 歳代の加入者が少ないことからクラブ内で

の高齢化が進行しており、今後老人クラブの新たな事業展開が求められていま

す。 

 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

老人クラブ連合会および単位老人クラブが推進する、高齢者生きがいづくり

や健康づくりのための、文化、スポーツ、ボランティア活動等の取組みを支援

し、明るい長寿社会の実現と高齢者福祉の向上に努めます。 

また、魅力ある事業展開を行うよう活動の強化などにより、会員の増加を目

指します。 

 

 

 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

団 体 数 31 31 31 

対 象 者 数 1,391 1,324 1,272 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

団 体 数 31 31 31 

対 象 者 数 1,300 1,325 1,350 
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２ 長寿祝福事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢祝金は、長寿を祝福するとともに、長年にわたり社会に貢献した労をね

ぎらうため、満 100 歳の人に祝金 5 万円を贈呈します。 

 

 実績と評価 

満 100 歳の長寿祝金を、継続して実施しました。 

 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

高齢化が進み対象となる人が増えますが、長寿の祝福と長年にわたり社会に

貢献した労をねぎらい、今後も事業を継続していきます。 

 

      〈見込み値〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

対 象 者 数 19 21 29 

 

    

 

 

  

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

対 象 者 数 4 7 9 
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３ ふれあい温泉事業  【継 続】 

 

 事業の概要 

65 歳以上の人に、市内温泉施設の入浴利用の助成をします。 

平成 23 年度から従来の「竹山高原温泉」に、「札幌北広島クラッセホテル楓

楓」と「里の森天然温泉森のゆ」を加え、対象施設の拡大を行いました。 

また、利用回数を年 10 回から年 12 回に増やしましたが、自己負担額を 1 回

100 円から 1 回 300 円とする見直しを行いました。 

 

 実績と評価 

温泉施設は、高齢者の健康増進や交流の場として有効であり、評価も高く、

利用者からは対象施設の拡大の要望があったことから、平成 23 年度から対象

施設と利用回数の拡大を行うとともに、高齢者および利用者の増加に伴う財政

負担の増加を考慮し自己負担額の見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

温泉へ入浴することで心と体のリフレッシュに効果があり、閉じこもりがち

な高齢者には外出や交流のきっかけともなっています。 

健康増進や生きがいづくりにも寄与しており、利用者も増加していることか

ら、今後も事業を継続していきます。 

 

      〈見込み量〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利用対象施設 1 1 3 

年間助成回数 10 10 12 

自 己負 担 額 100 円 100 円 300 円 

利用者延べ数 21,732 23,044 29,000 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利用対象施設 3 3 3 

年間助成回数 12 12 12 

自 己負 担 額 300 円 300 円 300 円 

利用者延べ数 44,000 46,000 48,000 
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４ 福祉バス運行事業  【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者の団体・グループをはじめ、障がい者団体やボランティア団体、ＮＰ

Ｏ法人を対象にバスを貸し出し、需要期（5 月～10 月）には、借り上げバスに

より複数台数を確保し利便性を図ります。 

また、冬期間（11 月～4 月）には、ふれあい温泉対象施設行きの臨時バス（市

内 5地区から月 1～2 回）を運行し、事業利用者の交通手段の確保を行います。 

 

 実績と評価 

福祉バスは年 270 回程度の利用があり、需要期には市有バス 1台と借り上げ

バス 2 台の最大 3台で運行し、利用者数も増加傾向にあります。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用 延 べ 回 数 264 235 260 

利 用 延 べ 人 数 7,588 6,791 7,650 

臨 時 運 行 日 数 48 32 53 

臨時運行利用者数 1,607 1,063 1,750 

※ 高齢者団体以外の利用分を含みます。 

 

 新たな目標と方策 

高齢者の生きがいづくりや健康増進、社会参加を図るため、運行を継続する

とともに、冬期間の臨時運行（市内の温泉行き）の運行も継続します。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 延 べ 回 数 310 310 310 

利 用 延 べ 人 数 9,000 9,000 9,000 

臨 時 運 行 日 数 48 48 48 

臨時運行利用者数 1,800 1,800 1,800 

※ 高齢者団体以外の利用分を含みます。 
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５ シルバー活動センター事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

シルバー活動センターは、主に高齢者および高齢者と交流する催しに参加す

る人が優先的に使用できる施設で、高齢者の活動拠点として生きがいづくりや

社会参加、交流等の場として積極的に利用されています。 

 

 実績と評価 

高齢者の活動拠点として定着してきており、バス路線の開設によって利便性

も向上しています。指定管理者制度による施設の管理運営を行っています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用 延 べ 人 数 10,605 10,734 15,000 

利 用 延 団 体 数 1,366 1,388 1,560 

     ※高齢者以外の利用分を含みます 

 

 新たな目標と方策 

指定管理者制度を活用したシルバー活動センターの管理運営状況について

は、「指定管理者モニタリング評価」を実施しており、社団法人北広島市シル

バー人材センターに委託をします。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 延 べ 人 数 15,000 15,000 15,000 

利 用 延 団 体 数 1,560 1,560 1,560 

※高齢者以外の利用分を含みます 
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６ 高齢者サービス啓発事業  【継 続】 

 

 事業の概要 

「高齢者サービスガイド」は、各種制度の紹介や暮らしの情報を提供するも

のです。 

介護保険制度や高齢者が参加できるサークル、ボランティア団体等を紹介し、

高齢者の介護予防の促進、閉じこもり予防、生きがいづくりに利用していただ

くものです。 

 

 実績と評価 

「高齢者サービスガイド」は、「65 歳到達者」、「75 歳到達者」、「65 歳以上の

転入者」を対象に実施する高齢者生活実態調査にあわせて、調査の際に配布し

ます。 

また、市役所の窓口などに配置し、配布しています。 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

わかりやすく、利用しやすい編集に心がけるとともに、内容の充実したガイ

ドブックを継続して発行し、高齢者福祉サービスの啓発に努めます。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

発 行 部 数 4,000 4,500 5,000 

 

 

 

 

 

 

  

区  分 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

発 行 部 数 3,500 2,500 3,800 
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７ ミニデイサービス支援事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者を対象とした地域福祉活動を推進するため、市民ボランティアによる

高齢者の閉じこもり防止や健康の保持につながる取組みに対し、会場使用料な

どを助成します。 

平成 23 年度から、地域の福祉活動としてボランティア団体等の実施するミ

ニデイサービスに加え、高齢者がより身近に参加できるように、サロンやお茶

会などの気軽に集える場所の提供を行う地域お茶の間についても助成をして

います。 

 

 実績と評価 

ミニデイサービスは、介護予防のための生きがいづくりや心身の機能の維持

向上を目的とし継続して実施されており、高く評価されています。また、地域

お茶の間は、高齢者が孤立することなく暮らし続けられるよう見守りのための

活動として、普及、拡大をしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

ボランティア団体数    

 
ミニデイサービス 11 12 11 

地域お茶の間 － － 4 

実 施 延 べ 回 数    

 
ミニデイサービス 474 531 500 

地域お茶の間 － － 49 

利 用 延 べ 人 数    

 
ミニデイサービス 6,923 7,523 7,200 

地域お茶の間 － － 710 
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 新たな目標と方策 

ミニデイサービスは、団体数や利用登録数が横ばいとなっていること、また、

地域お茶の間は制度が創設され間もないことなどから、今後は登録団体や利用

者の増加を目指し制度の普及、啓発に努めます。 

 

〈見込み量〉 

 

 

  

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

ボランティア団体数    

 
ミニデイサービス 14 15 16 

地域お茶の間 11 12 13 

実 施 延 べ 回 数    

 
ミニデイサービス 630 680 730 

地域お茶の間 130 145 160 

利 用 延 べ 人 数    

 
ミニデイサービス 9,100 9,800 10,500 

地域お茶の間 1,950 2,100 2,250 
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７ 救急情報キット・エルフィンバトン普及事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

  救急情報キット・エルフィンバトンは、医療情報等を記入して収納するもので、

冷蔵庫に保管します。救急医療の現場で、本人が話せない状況でも、本人の持病

や服用している薬などの情報を医療従事者に正確に伝えることができるものです。 

  65 歳以上の高齢者のみの世帯で希望される人に配布します。 

 

 実績と評価 

エルフィンバトンを保管することで、ひとり暮らし高齢者等の生活不安を軽

減する一助となりました。 

町内会活動として取り組み、配布した地区もあります。 

すでに救急医療の現場でエルフィンバトンが活用された事例が報告されて

います。 

 

 

 

 

 新たな目標と方策 

収納された情報の更新や新規対象者への普及、配布対象者の拡大について、

検討を行い、エルフィンバトンの普及に努めます。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

配 布 世 帯 数 500 500 500 

 

  

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

配 布 世 帯 数 ― 2,073 1,000 
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９ 元気フェスティバル in きたひろしま・健康広場  【継 続】 

 

 事業の概要 

参加をきっかけに市民の健康意識が高まることを目的に、多くの団体（市民

団体を含む）とともに実行委員会を組織して年 1回開催します。事務局は教育

委員会が担当しています。健康チェック、体脂肪測定、骨強度測定など、市民

が関心を持ちやすい内容で取り組んでいます。 

 

 実績と評価 

生涯学習やボランティアなど新たな分野が多く加わったことで、多くの参加

者があります。高齢者も参加しやすく、高齢者の歯のコンクール(歯科医師会

主催)も行われ、健康意識を高めるよい機会となっています。 

 

区  分 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 

利 用 者 数 494 756 715 

実 施 回 数 1 1 1 

※利用者数には 65 歳未満も含みます 

 

 新たな目標と方策 

健康づくり意識の高揚する機会として重要な場です。幅広い年齢の市民が参

加できる場ですが、高齢者が参加しやすい内容を取り入れて今後も継続します。 

 

     〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利 用 者 数 700 700 700 

実 施 回 数 1 1 1 
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１０ 社会教育・体育事業  

 

１０．１ 社会教育事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者の学習機会の確保や生きがいづくりを推進し、情報提供を行うととも

に、自らが主体的に取り組む学習活動を支援します。 

 

 実績と評価 

公民館などで実施している各種事業は、年齢による区切りを設けず世代間交

流をも視野に入れた事業を展開し、多くの高齢者が参加しています。 

また、「公民館こどもまつり」については、日ごろ接することの少ない高齢

者と青少年の交流の場として貴重な機会となっており、生涯学習、生きがいづ

くりの場として実施しています。 

 

 新たな目標と方策 

公民館などの社会教育施設を拠点として実施される事業のネットワーク化

を推進し、高齢者の主体的な学習活動を一層支援します。 
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１０．２ 社会体育事業 【継 続】 

 

 事業の概要 

多くの高齢者が、健康保持増進と生きがいや潤いのある生活を送ることがで

きるよう、軽スポーツ、レクリエーションに親しむ機会や情報を提供していま

す。 

 

 実績と評価 

健康保持増進、体力づくりのための軽スポーツ、レクリエーションを身近に

親しんでもらうために、各種事業の実施やゴロッケーなどの高齢者のスポーツ

支援などを通じて、活動機会の提供に努めてきました。 

9 月の「元気フェスティバル」では、子どもから高齢者までが一緒に参加で

きる内容で健康、体力づくりを奨励するとともに、「ゴロッケー北広島一」を

決めるゴロッケー選手権大会を開催しています。 

冬季間には、地区体育館、住民センター、総合体育館で、室内ゴロッケー、

パークゴルフ開放の支援を行い、参加機会の提供に取り組んでいます。 

 

 新たな目標と方策 

高齢者が、いつまでも心身ともに健康で潤いのある生活を送ることができる

よう、軽スポーツやレクリエーション活動の振興に努めます。 

また、各地区において身近に軽スポーツやレクリエーションが楽しめるよう、

体育施設の整備や施設サービスの向上などを進めます。 
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第２節 知識と経験を生かした社会参加 

 

１ ボランティア活動の推進  

 

高齢化の進展に伴い、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加して

おり、高齢者が住み慣れた地域社会のなかで、安心して生活を送るためには、

地域ぐるみでの支援体制やボランティア、ＮＰＯ法人をはじめとする民間非営

利団体の協力が重要になっています。 

北広島市社会福祉協議会と連携して、ボランティア活動の意識啓発やボラン

ティアの育成を図るとともに、ボランティアセンターの機能の充実に努めます。 

 

 

 

２ 民生委員児童委員・地区社会福祉委員活動  

 

高齢化が進む中で地域の実情に詳しく、また、地域住民の生活と直接関わり

を持って活動している民生委員児童委員や地区社会福祉委員の役割は、ますま

す重要になっています。 

地域の中でお互いに支え合い、助け合い、安心して暮らせるよう、民生委員

児童委員や地区社会福祉委員の活動を支援していきます。 

 

 

 

３ 災害時に援護の必要な人を支援できる体制づくり  

 

災害時に援護を必要とする人々が、安心して地域での生活を送ることができ

るよう、また、高齢者や障がい者などの被災者を一人も見逃さないため、日頃

から要援護者の情報を適切に把握し、把握した情報の集約、適切な管理を行う

とともに、民生委員児童委員などの関係機関等との間で共有を図ることにより、

災害時における支援体制づくりに努めます。 

平成 16 年度から、高齢者や障がい者を対象に、本人の同意のもとで「災害

時声かけ支援登録」を実施していますが、今後とも登録者の拡大に向けた取組

みを進めていきます。 

また、日中のひとり暮らし高齢者や病弱者を抱えている高齢者世帯など、行

政のみでは把握することが困難な情報もあることから、行政と地域で活動する

自治会（町内会）や地区社会福祉委員会、自主防災組織、民生委員児童委員、

福祉サービス事業者等との連携により把握に努めます。 
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第３節 就労機会の確保 

 

１ シルバー人材センター活用支援事業  【継 続】 

 

 事業の概要 

高齢者が、働くことを通じて生きがいの充実や社会参加を図るため、臨時的

かつ短期的就業の場を提供するシルバー人材センターの活動を支援します。 

 

 実績と評価 

国の補助金が削減されている中で、市民のニーズに対応した新規事業、独自

事業の取組みを積極的に行い就業機会の確保に努めてきており、シルバー人材

センターの運営については、概ね効率的に運営されています。 

 

区  分 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

会 員 数 530 517 540 

受注件数 2,482 2,635 2,600 

事 業 費 10,461 千円 10,500 千円 10,500 千円 

 

 新たな目標と方策 

団塊の世代が 65 歳に到達することから、今後については、事業や活動内容

について、広報活動を強化し就業の場の確保を図るとともに、サービスの質、

さらには就業に必要な知識や技術の向上を図りながら、新規事業、独自事業の

開拓が必要であると考えられます。 

 

〈見込み量〉 

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

会 員 数 550 550 550 

受注件数 2,700 2,700 2,700 

事 業 費 10,500 千円 10,500 千円 10,500 千円 
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２ コミュニティビジネスの創出支援  

 

本市では、地域課題の解決や要望に、そこに住む住民が主体となって地域に

ある資源を活用しながら展開していく地域密着・生活密着型ビジネス（コミュ

ニティビジネス）の創出支援を行っています。 

コミュニティビジネスに関心があり、創業を考えている高齢者や、高齢者の

生活支援ニーズに対応するビジネスを検討している人に対し、アドバイザーに

よる個別相談支援の実施に加え、地域ケア会議においてその創業、事業化に向

けた検討やアドバイスを実施します。 
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第第７７章章  介介護護保保険険事事業業費費のの見見込込みみ    

 

第１節 介護給付額の見込み  

 

本計画期間中の介護保険事業の介護給付に関する給付費の見込みは下表の

ようになります。 

 

■居宅／地域密着型／施設サービス給付額            （単位：千円） 

サービス種類 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

居宅サービス     

 ①訪問介護 146,002 152,985 162,648 461,635 

 

②訪問入浴介護 9,908 11,610 13,899 35,417 

③訪問看護 67,673 72,191 76,212 216,076 

④訪問リハビリテーション 19,885 20,423 22,976 63,284 

⑤居宅療養管理指導 10,465 10,741 11,270 32,476 

 
⑥通所介護 369,488 374,755 401,504 1,145,747 

⑦通所リハビリテーション 98,068 98,879 107,524 304,471 

 ⑧短期入所生活介護 90,457 91,582 133,746 315,785 

 ⑨短期入所療養介護 20,663 22,571 26,607 69,841 

 

⑩特定施設入居者生活介護 143,103 150,597 159,728 453,428 

⑪福祉用具貸与 46,322 47,289 48,393 142,004 

⑫特定福祉用具販売 5,172 5,701 5,919 16,792 

地域密着型サービス     

 ①認知症対応型共同生活介護 374,232 453,017 469,842 1,297,091 

 
②認知症対応型通所介護 54,985 56,892 59,120 170,997 

③小規模多機能型居宅介護 36,518 61,355 85,323 183,196 

住宅改修 13,470 13,659 13,998 41,127 

居宅介護支援 110,523 116,808 125,142 352,473 

介護保険施設サービス     

 ①介護老人福祉施設 381,215 389,638 580,604 1,351,457 

 
②介護老人保健施設 423,532 433,638 446,114 1,303,284 

③介護療養型医療施設 149,824 149,824 149,824 449,472 

介護給付費計 （Ⅰ） 2,571,505 2,734,153 3,100,393 8,406,051 

※ 端数処理の関係で計が一致しないことがあります。 
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第２節 予防給付額の見込み  

 

本計画期間中の介護保険事業の予防給付に関する給付費の見込みは下表の

ようになります。 

 

■介護予防／地域密着型介護予防給付額              （単位：千円） 

サービス種類 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護予防サービス     

 ①介護予防訪問介護 33,838 34,038 34,658 102,534 

 

②介護予防訪問看護 8,445 8,777 9,551 26,773 

③介護予防訪問リハビリテー 

ション 
4,425 4,484 4,543 13,452 

④介護予防居宅療養管理指導 1,426 1,663 1,901 4,990 

 

⑤介護予防通所介護 66,523 68,047 70,555 205,125 

⑥介護予防通所リハビリテー 

ション 
18,601 18,901 20,919 58,421 

 ⑦介護予防短期入所生活介護 1,674 2,578 2,578 6,830 

 ⑧介護予防短期入所療養介護 1,784 1,898 2,013 5,695 

 

⑨介護予防特定施設入居者生 

活介護 
23,891 27,896 31,901 83,688 

⑩介護予防福祉用具貸与 3,603 3,656 3,709 10,968 

⑪介護予防特定福祉用具販売 2,262 2,715 3,167 8,144 

地域密着型介護予防

サービス 
    

 
①介護予防認知症対応型共同 

生活介護 
2,790 2,790 2,790 8,370 

 

②介護予防認知症対応型通所 

介護 
180 180 180 540 

③介護予防小規模多機能型居 

宅介護 
483 2,210 5,004 7,697 

住宅改修 12,257 13,199 14,141 39,597 

介護予防支援 19,414  21,092 22,816 63,322 

予防給付費計 （Ⅱ） 201,596 214,124 230,426 646,146 

※端数処理の関係で計が一致しないことがあります。 
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第３節 市特別給付の見込み  

 

■介護保険市特別給付額                    （単位：千円） 

サービス種類 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護保険市特別給付費     

 ①夜間等訪問介護利用促進費 254 278 305 837 

 ②通所系サービス利用促進費 30 50 70 150 

 

 

③介護予防訪問介護支援費 569 606 649 1,824 

④介護予防通所介護支援費 1,159 1,222 1,286 3,667 

市特別給付費計 （Ⅲ） 2,012 2,156 2,310 6,478 

 

 

 

第４節 地域支援事業の費用額  

 

１ 地域支援事業の総費用額  

 

地域支援事業の費用額は、本計画が定める各年度の保険給付見込額に一定の

割合を乗じた額の範囲とされています。本市における各事業の見込量を基に算

定した額は、下表のとおりです。 

 

■地域支援事業の総費用額                 （単位：千円、％）  

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 3 か年合計 

地域支援事業費用総額     （千円） 88,633 94,095 106,939 289,667 

（保険給付見込み額に対する基準） 3.0％以内 3.0％以内 3.0％以内 - 

①介護予防事業の費用額 （千円） 59,089 62,730 71,293 193,112 

（保険給付見込み額に対する基準） 2.0％以内 2.0％以内 2.0％以内 - 

②包括的支援事業の費用額 （千円） 
59,089 62,730 71,293 193,112 

③任意事業の費用額     （千円） 

②+③の合計 

（保険給付見込み額に対する基準） 
2.0％以内 2.0％以内 2.0％以内 - 

 
※介護予防事業の費用額については、第１号保険料（21%）、第２号保険料（29%）、公費（国 

25％、道 12.5%、市 12.5%）を財源とします。 
※包括的支援事業および任意事業の費用合計額については、第１号保険料（21%）、公費（国 

39.5％、道 19.75%、市 19.75%）を財源とします。 
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２ 事業別費用額  

 

■介護予防事業                        （単位：千円） 

事 業 名 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護予防推進事業 15,966 15,966 16,896 48,828 

二次予防事業対象者介護予防事業 14,283 15,122 16,045 45,450 

介護予防事業費用額計 30,249 31,088 32,941 94,278 

 

 

■包括的支援事業                       （単位：千円） 

事 業 名 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

地域包括ケア推進事業 103 103 103 309 

高齢者総合相談支援事業 9,876 9,686 9,686 29,248 

地域包括支援センター運営事業 48,669 48,669 52,054 149,392 

高齢者虐待防止ネットワーク事業 176 176 176 528 

包括的支援事業費用額計 58,824 58,634 62,019 179,477 

 

 

■任意事業                           （単位：千円） 

事 業 名 
推 計 値 

3 か年合計 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護予防住宅改修事業 810 810 810 2,430 

家族介護支援事業 9,873 10,283 10,694 30,850 

介護従事者フォローアップ研修事業 225 225 225 675 

住宅改修介護サービス事業 270 270 270 810 

認知症支え合い事業 12,697 13,284 13,506 39,487 

成年後見制度利用支援事業 1,067 1,067 1,067 3,201 

任意事業費用額計 26,466 27,508 28,186 82,160 
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第５節 総給付費の見込み  

 

■総給付費                           （単位：千円） 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 3 か年合計 

総給付費額合計 

（Ⅰ）＋（Ⅱ） 
2,773,101 2,948,277 3,330,819 9,052,197 

 

利用者の自己負担分を除いた標準給付費の見込みは、介護給付総額と予防給

付総額に高額介護サービス給付費、高額医療合算介護サービス費等給付費、特

定入所者介護サービス等費、審査支払手数料を加えて算定します。 

その結果、標準給付費見込み額は、3 年間で 96 億 5563 万円が見込まれます。 

さらに、地域支援事業費（3 億 5591 万 4 千円）と市特別給付額（647 万 8 千

円）を標準的給付費見込み額に加え、100 億 1802 万 2 千円を第 5 期介護保険事

業計画総事業費として策定しました。 

 

■標準給付費および地域支援事業費の見込み額           （単位：千円） 

区    分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 3 か年合計 

介護給付・予防給付費総額 2,773,101 2,948,277 3,330,819 9,052,197 

高額介護サービス費等給付額 60,325 63,691 67,245 191,261 

高額医療合算介護サービス費等給付額  10,622 11,381 12,193 34,196 

特定入所者介護サービス費 106,665 108,989 149,753 365,407 

審 査 支 払 手 数 料 3,744 4,173 4,652 12,569 

標 準 給 付 費 見 込 額 2,954,457 3,136,511 3,564,662 9,655,630 

地 域 支 援 事 業 費 額 115,539 117,230 123,145 355,914 

市 特 別 給 付 額 2,012 2,156 2,310 6,478 

合       計 3,072,008 3,255,897 3,690,117 10,018,022 

※端数処理の関係で計が一致しないことがあります。 
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第第８８章章  介介護護保保険険料料ににつついいてて    

 

１ 保険料収納必要額の算定について  

 

第 1号被保険者の保険料収納必要額の算定式は、表 1 のとおりです。 

 

表 1 保険料収納必要額算定式 

（単位：千円） 

 区 分 数 値 数  式  等 

① 
第 1 号被保険者負担

分相当額 
2,088,512 

（標準給付費＋地域支援事業交付金対

象額）×21％ 

② 調整交付金相当額 482,780 標準給付費×5％ 

③ 調整交付金見込額 302,219 標準給付費×3.13％ 

④ 
介護給付費準備基金

取りくずし額 
179,266 平成 23 年度末残高見込み 

⑤ 
北海道財政安定化基

金取りくずし額 
26,127 北海道内示額 

⑥ 市特別給付費等 6,478  

⑦ 
地域支援事業交付金

対象超過額 
26,446 地域支援事業総額－交付金対象額 

⑧ 保険料収納必要額 2,096,604 ①＋②－③－④－⑤＋⑥＋⑦ 

※ ⑦地域支援事業交付金対象超過額のうち、地域支援事業総額には、認知症支え

合い事業費分を含みません。 
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２ 保険料基準額（年額）の算定について 

 

第 1号被保険者の保険料基準額（年額）の算定式は、表１のとおりです。 

   

表 1 保険料基準額（年額）算定式 

 

 保険料基準額（年額） 

＝  

保険料収納必要額 

÷ 

予定保険料収納率 

÷ 

補正第 1号被保険者数 

 

0.45×第 1 段階被保険者見込数 

＋ 

0.50×第 2 段階被保険者見込数 

＋ 

0.625×軽減第 3 段階被保険者見込数 

＋ 

0.75×第 3 段階被保険者見込数 

＋ 
0.875×軽減第 4 段階被保険者見込数 

＋ 
1.00×第 4 段階被保険者見込数 

＋ 
1.25×第 5 段階被保険者見込数 

＋ 

1.50×第 6 段階被保険者見込数 

＋ 

1.65×第 7 段階被保険者見込数 

＋ 

1.80×第 8 段階被保険者見込数 
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２．１ 所得段階別第 1 号被保険者数の推計について 

 

第 5 期計画においては、低所得者層に配慮した軽減第 4 段階を継続するととも

に、より一層低所得者の軽減を図るため新たな軽減第 3 段階を設定します。 

市民税課税層については、負担能力によりさらに細分化し、合計所得金額が 350

万円以上 500 万円未満の人には、新たな第 7 段階を設定します。 

所得段階別の第 1号被保険者数は、新たに二つの段階を導入した結果、表 2 の 

とおりとなります。 

 

表２ 所得段階別第１号被保険者数について：平成 24 年度～平成 26 年度 

 
所得

段階 
対  象  者 

構成割

合（%） 

平成 24 

年度（人） 

平成 25

年度（人） 

平成 26

年度（人） 

第 

１ 
号 
被 

保 

険 

者 

第 1

段階 

生活保護を受給の方または老齢福祉

年金受給者で世帯全員が市民税非課

税の方 

1.4 208 220 234 

第 2

段階 

世帯全員が市民税非課税で、前年の

合計所得金額と課税年金収入額との

合計額が 80 万円以下の方 

18.1 2,688 2,847 3,023 

軽減

第 3

段階 

世帯全員が市民税非課税で、前年の

合計所得金額と課税年金収入額との

合計額が80万円を越え120万円以下

の方 

5.4 802 849 902 

第 3

段階 

世帯全員が市民税非課税で、第 2 段

階・軽減第 3 段階以外の方 
6.3 936 991 1,052 

軽減

第 4

段階 

本人のみが市民税非課税で、前年の

合計所得金額と課税年金収入額との

合計額が 80 万円以下の方 

19.2 2,852 3,020 3,207 

第 4

段階 

本人のみが市民税非課税で、軽減第

4段階以外の方 
9.4 1,396 1,478 1,570 

第 5

段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所

得金額が 200 万円未満の方 
25.9 3,847 4,073 4,326 

第 6

段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所

得金額が 200 万円以上 350 万円未満

の方 

10.8 1,604 1,699 1,804 

第 7

段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所

得金額が 350 万円以上 500 万円未満

の方 

1.8 267 283 301 

第 8 

段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所

得金額が 500 万円以上の方 
1.7 252 267 284 

合    計 100.0 14,852 15,727 16,703 
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２．２ 保険料額について 

 

新たに設定した軽減第 3段階の保険料率は 0.625、第 7段階の保険料率は 1.65

とします。 

所得段階別の第 1号被保険者保険料額は、表 3のとおりとなります。 

 

表３ 所得段階別第１号被保険者保険料額：平成 24 年度～平成 26 年度 

 所得段階 保険料率 
保険料額 

（年額） 

保険料額 

（月額） 

第 

１ 

号 

被 

保 

険 

者 

第 1 段階  基準額×0.45 20,520 円 1,710 円 

第 2 段階  基準額×0.50 22,800 円 1,900 円 

軽 減 第 3 段 階  基準額×0.625 28,500 円 2,375 円 

第 3 段階  基準額×0.75 34,200 円 2,850 円 

軽 減 第 4 段 階  基準額×0.875 39,900 円 3,325 円 

第 4 段 階 基  準  額 45,600 円 3,800 円 

第 5 段階  基準額×1.25 57,000 円 4,750 円 

第 6 段階  基準額×1.50 68,400 円 5,700 円 

第 7 段階  基準額×1.65 75,240 円 6,270 円 

第 8 段階  基準額×1.80 82,080 円 6,840 円 

 

 

 

 

   



148 

第第９９章章  計計画画のの円円滑滑なな推推進進ののたためめにに    

  

第１節 行政の役割と責任  

  

介護保険制度がスタートする前年（平成 11 年)の当市の高齢者数は、7,846

人でしたが、平成 23 年には 13,684 人と 12 年間で 1.7 倍以上に増加しました。 

高齢者の増加によって、要介護認定者および介護サービス利用者も増加して

きており、これまでの施策の充実や見直しが求められています。 

本計画では、これまでに明らかになった問題点を踏まえながら、介護保険制

度の安定的持続を確保するため、地域包括ケアシステムの構築を目指し、介護

保険法改正により創設された 24 時間定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複

合型サービスの導入も視野に入れ、介護予防日常生活支援総合事業を推進しま

す。 

また、増加する認知症高齢者対策に重点を置き、介護老人福祉施設（特別養

護老人ホーム）および認知症グループホームなどの整備を図ることとしました。 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の事業者の選考にあたっては、「（仮

称)北広島市介護保険施設事業者選考委員会｣を設置し、また、地域密着型サー

ビス事業者の指定にあたっては、「北広島市地域密着型サービス等運営委員会｣

において、慎重な審査を行います。 

地方分権一括法の施行により、市町村の権限と役割が一層強化されましたが、

住民に最も身近な自治体がサービスの内容等を自ら決定し、その責任を負うこ

とになります。 

市では市内を 5 つの日常生活圏域に分け、圏域ごとの特性を踏まえたサービ

ス目標を設定し、計画的なサービス拠点等の整備に努めていきます。 

また、現在多くの民間事業者やＮＰＯ法人等が参入し、サービスの提供体制

が充実しましたが、高齢者が安心してサービスを利用するためには、サービス

提供者が地域に密着し、健全な事業運営を確保していくことが不可欠です。 

このため、市では、高齢者福祉対策を総合的に推進することによって、健全

なサービス供給体制が整備されるよう、行政、民間、市民活動との連携や調整、

役割分担を図っていくことにしています。 

特に、だれもが安心して暮らすことができる地域づくりのためには、従来の

社会福祉制度や行政サービスだけでは対応が難しく、民間の参入促進はもとよ

り、ボランティア活動やＮＰＯ法人等の市民主導による福祉活動の拡大も不可

欠であることから、市民の主体的、自主的な参加が進むよう、行政として支援

していきます。 
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  市 

 
 

社協・民生委員 
町内会・老人ｸﾗﾌﾞ 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO 

など 

事業者 

第２節 総合的なケア体制の整備  

 

現在、4 か所の地域包括支援センター（高齢者支援センター）を設置し、保

健、福祉、医療の連携強化とサービス提供のための環境整備を進めています。 

日常生活圏域は 5圏域としていますが、北広島団地地区の地域包括支援セン

ター（高齢者支援センター）については、当面の間、職員の増員による対応を

考えています。 

地域包括ケアシステムの実現に向けては、地域包括支援センター（高齢者支

援センター）が持つ役割がより一層重要となることから、その機能を強化、充

実していかなければならないと考えています。 

また、身近な地域での相談窓口や苦情処理体制の充実、行政、民間、市民団

体など関係機関の緊密な連携による支援など、高齢者のための総合的なケア体

制を整備していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムのイメージ 

 高齢者支援センターを中心に関係者が有機的に連携し、目標・情報を共有

化する。 

高齢者支援 
センター 

相談 
権利擁護 

サービス調整 

介護 

24時間 
随時対応 

医療 

病院 
訪問看護 

生活支援 

見守り 
買い物 
配食 
除雪 

居場所 
 

地域お茶の間 
介護予防教室 

住まい 
特養 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 
公営住宅 

有料老人ﾎｰﾑ 
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第３節 介護保険事業の円滑な実施のための体制  

 

１ 相談・苦情処理体制  

 

介護保険制度における苦情処理の解決の仕組みとして、要介護認定や保険料

についての審査請求は、北海道が設置している介護保険審査会で、また介護サ

ービスや介護サービス事業者に関する苦情、相談は、北海道国民健康保険団体

連合会が所管していますが、市民が始めに相談や苦情を寄せるのは、最も身近

な行政の窓口であり保険者である市に対するケースが多いことから、市民の立

場に立った対応が求められます。  

そのため、市民からの相談を幅広く受け付け、制度の垣根にとらわれない横

断的・多面的支援を行うよう、市の総合相談窓口や地域包括支援センター（高

齢者支援センター）が中心となって、社会福祉協議会、民生委員児童委員など

の関係機関と連携を図りながら、市民が利用しやすい相談体制の確立に努めま

す。 

 

２ 市民への情報提供 

 

市では、市民が必要な情報を必要な時に得られるよう、高齢者の保健福祉や

介護保険に関するサービスガイド、介護サービス利用の安心情報、介護保険事

業報告書等を作成しており、今後も広報紙やホームページなどを活用して、情

報提供の充実に努めます。 

 

３ サービスの供給体制 

 

保険者である市とサービス提供事業者が密接に連携し、市民が求めるサービ

スを適切かつ総合的に提供する必要があります。 

このため、サービス事業者の確保等、介護サービス基盤の整備に努めるとと

もに、関係のサービス事業者で組織する「北広島市介護サービス連絡協議会」

と連携を図り、情報交換、課題の検討、サービスの質の向上、適切な介護サー

ビス計画の作成検討などを行い、市民が必要とするサービスを、適切かつ迅速

に利用できるよう提供体制の充実を図ります。 
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４ 要介護認定体制の充実 

 

介護保険制度では、要介護状態の軽減あるいは悪化の防止のため、介護を必

要とする人の身体の状況や生活環境に応じた介護サービスが提供されていま

す。 

要介護認定制度は、これらサービスの提供を受ける前に、サービス利用者の

身体の状況を公正な立場から判断し、その要介護度を判定する制度です。 

要介護認定は、各保険者（市町村等）ごとに設置されている「介護認定審査

会」が、全国一律の基準により審査・判定を行います。 

北広島市の「介護認定審査会」は、保健・医療・福祉に関する学識経験者 12

名の委員で構成され、委員 6 人を 1 合議体とし、2 つの合議体が訪問調査結果、

主治医意見書をもとに現在の身体の状況に対する介護にかかる手間の多少を

審査し、どの程度の介護が必要な状態であるかの審査・判定を行っています。 

高齢化の進行により、今後ますます増加することが予測される要介護認定申

請ですが、公平公正な業務の遂行に必要な知識や技能を習得し審査が行われる

よう、介護認定審査委員や認定調査員等の研修の充実、合議体間での意見交換

等審査判定の平準化に努めます。 

介護認定審査会の設置状況については、審査件数の増加推移を見ながら、必

要に応じ体制の見直しについて検討します。 

また、申請書の提出を受けてから、審査結果通知までに要する期間について、

原則 30 日以内の確保に努めます。 
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第４節 計画の進行管理  

 

計画の実施にあたっては、保健・福祉以外の部局との幅広い連携を図り、総

合的・効果的な施策展開を図ります。 

また、関係団体・関係機関との連携・協力を進めるとともに、広報紙やホー

ムページ等で広く市民に周知を図り、市民一人ひとりの理解と協力により、確

実な推進を図っていきます。 

さらに、学識経験者、サービス事業者、サービス利用者、公募による市民の

代表者などで構成する「北広島市保健福祉計画検討委員会」において、計画の

進行状況や施策の実施状況等を評価・検証し、市としての進行管理を徹底して

いきます。 
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参考資料 

高齢者保健福祉計画検討委員  

高齢者保健福祉計画等検討委員会審議経過  

高齢者保健福祉計画等検討委員会設置規程  

保健福祉に係る諸計画策定委員会設置規程  

パブリックコメント募集（意見公募）の実施状況  

用語解説  
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